
サステナビリティ戦略、推進体制、目標

サステナビリティ戦略

マテリアリティを構成するサブマテリアリティと目標

推進体制

マテリアリティ特定のプロセスと考え方

　当社グループはお客さまの日常生活と広く関わり合いを持ち、地域や社会に不可欠な事業を営んでいます。適正な利益を
確保しつつ、中長期的な視点で必要な施策を実行していくESG経営を実践し、事業を通じて社会的課題の解決に取り組みま
す。そして、地域社会の持続的な発展とSDGｓを達成し、お客さまや地域の皆さまからの信頼を高め、企業価値の向上、グルー
プの持続的な成長をめざしています。
　中長期にわたり当社グループの経営方針・戦略等に影響を与える可能性のあるマテリアリティ（重要課題）に関連するリス
クと機会を以下のように捉え、各取組みを実施しています。

　サステナビリティ戦略を実行するためのマネジメント体制として、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ戦略委
員会」を設置し、持続可能な社会の実現をめざし、さまざまな社会的課題の解決に向けた当社グループの基本方針等を定め、
その推進を図っています。

　2023年、ポストコロナにおいてモードチェンジし、将来に
わたってサステナブルに成長する企業グループをめざすた
め、企業価値向上や事業基盤へのインパクトを改めて議論し
ました。そのうえで、パーパスやビジョンに向けて具体的にめ
ざすことをバックキャストで検討し、グループ経営におけるマ
テリアリティを見直しました。マテリアリティの見直しにあたっ

ては、サステナビリティ戦略委員会のもとに設置した「統合報
告書検討部会」において議論を重ねたものに対して、ステー
クホルダーからの意見を踏まえ、経営層で十分な議論を行
い、サステナビリティ戦略委員会で決定しました。このうち主
要な目標は「『変革2027』の具体的な取組みの数値目標」に
加え、実行していきます。

マテリアリティ サブマテリアリティ 目標 KPI（2027年度の数値目標）

安全安心な 
インフラを社会の
ために

安全安心な輸送・商品・サービス
の提供

• 事故（部外要因を除く）…0件※1

• 重大インシデント…0件※1

•  鉄道運転事故…20%減（2018年度比）※1 
うちホームにおける鉄道人身障害事故…30%減（2018年度比）※1

•  輸送障害の発生率（部外原因を除く） 
東京100km 圏の在来線…55%減（2018年度比） 
当社管轄エリアの新幹線…75%減（2018年度比）

• 東京100km圏の在来線の総遅延時分（部外原因を除く）…70%減（2018年度比）
•  大規模地震対策（耐震補強）新幹線ラーメン橋台（省令等対象）…100%※2

• 大規模地震対策（耐震補強）在来線ラーメン橋台（省令等対象）…100%
• ホームドア整備駅数・番線数…330駅758番線※3

活力ある 
社会のために

地方創生 東日本エリアにおける関係人口の 
拡大
地域経済の活性化の推進

•  地域と共創して取り組む観光流動創造・地域活性化策…累計150件※4

快適な都市 付加価値の高い多様なサービスの 
ワンストップでの提供

• 「JRE POINT」会員数…3,000万人

シームレス・ストレスフリーな 
移動の実現

•  JR東日本が提供するMaaSプラットフォーム「モビリティ・リンケージ・プラット
フォーム」のサービス利用件数…10,000万件／月

環境、防災、コミュニティに配慮し
た多様な魅力あるまちづくり

首都圏における当社が主体となって進めるまちづくりにおいて、以下を実施
・環境性能の高いエネルギー源の導入…100%
・帰宅困難者受入れ施設の整備･･･100%　
・タウンマネジメント推進体制整備･･･100%
・道路空間の利活用に向けた仕組み整備…50%

共生社会 ホスピタリティマインドのある 
社員の育成

•  サービス介助士資格の取得率…80%

障害当事者との対話を通じた 
サービス品質の改善

•  障害当事者参画型交流等の実施回数…各地方機関（2本部・10支社）において
年1回以上

パラスポーツの体験・支援等を 
通した共生社会への理解促進

•  パラスポーツ大会開催等の実施回数…本社、地方機関（2本部・10支社）におい
て年1回以上

豊かな 
地球環境のために

カーボン 
ニュートラル

ゼロカーボン・チャレンジ2050
多様なエネルギー活用

•  JR東日本グループ全体のCO2排出量…50%減（2013年度比）※5

•  再生可能エネルギー電源の開発…70万kW※5

サーキュラー 
エコノミー

3Rの推進 •  駅・列車ゴミにおけるペットボトルのリサイクル率…100%※5

•  廃棄物（一廃・産廃）のリサイクル率（グループ会社）…73%（2013年度比）※5

新たな技術と 
サービスを社会の 
ために 
（イノベーション）

技術革新 外部技術の活用とDXを通じた 
絶えざる技術革新で事業運営の 
ソリューションの提供とソーシャル 
イノベーションを実現

•  DX、サービス関連の特許・意匠の出願数割合…50%

デジタル人材の育成、活躍 •  デジタル研修受講者数…累計30,000人以上※6

新領域 新サービスの提供、新しい暮らし
の提案

•  光ファイバの心線貸出キロ数…累計400km※4

すべての 
グループ社員が 
生き生きと 
活躍するために 
（エンゲージメント）

DE&Iの推進 多様な人材の活躍 •  管理職における女性比率…10%
・女性取締役比率…30%
・経験者採用管理職比率…20%
・障がい者雇用率…2.70%
・多様な人材（LGBTQ等）に対応した設備整備…100%（新築又は大規模改修時）

柔軟な働き方の実現 •  男性の育児休職等取得率…85%以上

人材育成 イノベーションマインドの醸成と 
多様なキャリア形成

•  新たな価値創造に関する自己啓発講座受講人数…累計10,000人※4

活躍フィールドの拡大 •  重点成長分野への人材配置…累計2,000人以上※4

健康経営 社員の健康推進 •  定期健康診断受診率…100%
•  ストレスチェック受検率…95%以上

労働安全 事故のない安全な職場 •  社員の死亡事故（グループ会社・パートナー会社含む）…ゼロ※1

経営の信頼を 
高めるために

果敢な 
チャレンジを
促進する 
内部統制

新たなチャレンジを支えるための 
リスクマネジメント

 ̶

安定的で適正な業務運営の確保 ̶
法令遵守と企業倫理に従った事
業運営、情報セキュリティの確保

•  コンプライアンス・情報セキュリティ全社員教育（グループ全社対象）の実施率…100%

人権尊重 人権尊重の浸透 •  人権に関する教育（グループ全社対象）の実施率…100%

サステナブル調達 •  人権・環境等に関する取組みの主要サプライヤーへの浸透（サプライチェーン浸
透率）…100%

推進体制図

持続可能な社会の実現をめざし、社会的課題の解決に 
向けた当社グループの基本方針等を定めて、その推進を図る。

副社長、常務取締役、社外取締役、
取締役常勤監査等委員等

サステナビリティ戦略委員会　委員長：代表取締役社長 委員等

各WG調整と全体方針の策定検討。 
サステナビリティ戦略委員会へ報告及び施策推進の調整を図る。

事務局
省エネ・再エネ導入等の検討

ゼロカーボンWG

水素の利活用を検討
水素WG

連携

報告 監督・意思決定監督・意思決定

調整

＜事業基盤＞

＜将来の企業価値＞

＜将来の企業価値＞

＜将来の企業価値＞

＜事業基盤＞

＜事業基盤＞

安全安心なインフラを社会のために
安全を経営のトッププライオリティとし、安全安心な社会インフラを提供
します。
リスクと機会
•  事故等の発生は経営に重大な影響を与える可能性のあるリスクです。
•  安全はすべての事業の基盤となる「信頼」をもたらし、高めます。

豊かな地球環境のために
気候変動による事業影響を念頭に、カーボンニュートラルの実現やエネ
ルギーの安定確保を行います。また資源循環社会の実現をめざした取
組みをリードします。
リスクと機会
•  気候変動が鉄道運行や事業に与えるリスクを踏まえ、エネルギーの消
費量削減と安定確保を行い、環境優位性を向上、選ばれるサービスで
あり続けます。

すべてのグループ社員が生き生きと活躍するために（エンゲージメント）
グループ社員一人ひとりが多様性を活かし、やりがいをもって能力を発揮
できる企業にします。
リスクと機会
•  多様な価値観と柔軟な発想力を持った人材の確保につなげます。
•  融合と連携による事業の抜本的変革、新たな発想によるイノベーション、
仕事の高度化による生産性向上につなげます。

活力ある社会のために
すべての人を包摂する便利で快適な質の高いサービスを提供します。
地域と協働して活気あるまちをつくります。
リスクと機会
•  人口減少のリスクなどを踏まえ、地域と協働して関係人口拡大によるご利
用増につなげます。

•  多様で公平な社会・共生社会への理解促進とアクセシビリティの向上、
利便性・非接触ニーズへの対応により、ご利用増と活気あるまちにつな
げます。

新たな技術とサービスを社会のために（イノベーション）
すべての事業で新技術・DXへ積極的に取り組み、また既存ビジネスの
枠組みを超えてチャレンジすることにより、新たなサービスの創出と早期
社会実装を実現します。
リスクと機会
•  災害や事故への対応力を向上するソリューションとなるほか、省力化・
効率化を行います。

•  あらゆる事業においてサービス・付加価値を向上するとともに、事業
創出による収益確保と雇用維持につなげます。

経営の信頼を高めるために
新たなチャレンジを促進するための変化に強いガバナンス体制を構築
するとともに、人権を尊重し、信頼される企業経営を行います。
リスクと機会
•  社員一人ひとりが経営への参画意識を持ち、ボトムアップでヒトを起点
とした新しい価値創造をする企業へと変革します。

•  創造した付加価値を幅広いステークホルダーに分配し、企業価値向上
につなげます。

•  実効性のある経営体制を構築し、「信頼」を支え高める企業文化をつく
ります。

詳細の目標はP.85

詳細の目標はP.93

※1 2023年度目標　※2 2025年度目標　※3 2031年度末頃目標　※4 2023年度以降の累計　※5 2030年度目標　※6 2021年度以降の累計
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安全安心なインフラを 
社会のために

新たな技術とサービスを 
社会のために（イノベーション）活力ある社会のために 経営の信頼を 

高めるために
すべてのグループ社員が生き生きと 
活躍するために（エンゲージメント）豊かな地球環境のために

JR東日本グループの価値創造 事業戦略 成長の基盤となる戦略 サステナビリティ データ

サステナビリティ戦略、 
推進体制、目標



安全安心なインフラを社会のために
安全を経営のトッププライオリティとし、安全安心な社会インフラを提供します。

基本的な考え方
　JR東日本は会社発足以来、「安全」を経営のトッププライオリティに掲げ、安全性の向上に取り組んできました。過去の
痛ましい事故から真摯に学び、それを教訓としながら、ソフト・ハードの両面から事故を防止する努力を継続し、社員一人
ひとりの取組みとハード対策・しくみの構築を着実に進めていきます。そして、「究極の安全」の追求を通じ、事故のリスク
低減を着実に進めることで、すべての事業の基盤となる「信頼」を構築し、安全安心な社会インフラを提供していきます。

安全に関する基本的な考え方

安全綱領

　安全に関わる社員の行動規範として、安全綱領を定めてい
ます。

グループ安全計画2023

　当社は会社発足以来、5ヵ年ごとに安全計画を策定し、
2018年11月に第7次となる「グループ安全計画2023」を策
定しました。グループ会社、パートナー会社、協力会社と一体
となって、一人ひとりの「安全行動」を起点に、「究極の安全」
を追求しています。
　「グループ安全計画2023」では、「『進化』と『変革』」をサ
ブタイトルとして掲げています。当社グループ内外の急激な
環境変化を踏まえ、「一人ひとりの『安全行動』の進化と変革」
「『安全マネジメント』の進化と変革」「新たな技術を積極的に
活用した安全設備の整備」という3本柱のもと、環境変化に
的確に対応して具体的な取組みを進めていきます。 2023年
度は「グループ安全計画2023」最終年度となるため、現在第
8次となる次期安全計画の策定を進めています。

安全文化のさらなる進化

　当社グループが今まで大切にしてきた「5つの文化」「CS運
動」「三現主義」などの安全文化が、さまざまな安全の取組み
の土台です。

危ないと思ったら列車を止める
　「安全」は人の命を守ること、「安定」は列車の正確な運行 
を守ることであり、どちらも鉄道にとって重要です。ただ列車 
を遅らせまいとするあまり、安全確認の手順が疎かにならな
いよう留意する必要があります。
　「危ないと思ったら列車を止める！」ことをグループ全体の 
確固たる行動規範として徹底していきます。

5つの文化のさらなる浸透
正しく報告 
する文化

発生した事故・事象を速やかに正しく報告し、 
事故の再発防止に活用します

気づきの文化
事故・事象に結び付く前の、「埋もれている事故の
芽」に気づいて、情報を共有化し、事故防止に 
活用します

ぶつかり合って
議論する文化

原因を究明する際、さまざまな意見を出し合い、 
ぶつかり合って議論することで、背後要因を捉え、 
真に有効な対策につなげます

学習する文化
自分以外・自分の職場以外で発生した事故・事象
についても、自らの事として置き換え、教訓を学び、 
具体的な対応に結び付けていきます

行動する文化
最終的に具体的な安全行動に結び付いて、はじめ
て安全は確保されます。「自ら考え、自ら行動する」、 
これが安全を支える源になります

「グループ安全計画2023」の全体像

一人ひとりの「安全行動」を起点に、
「究極の安全」へ

「究極の安全」

当社原因の事故完封

より安全な
ホーム・踏切を実現
災害・テロによる
リスクを低減

鉄道運転事故※：2割減

到達点

「グループ安全計画2023」の3本柱

5年間の目標

大きな変化・変革の時代

大きな環境変化に
的確に対応

基本的な考え方
○ 全社員一人ひとりの力を引き出す
○ 技術革新を積極的に推進、展開する
○  これまで以上にホーム・踏切の安全対策 
及び防災対策に注力する

グループ会社、パートナー会社、協力会社と一体となって

命を守る

不断に追求すべき「状態」

お客さまの死傷事故ゼロ、
社員の死亡事故ゼロ※

※  JR東日本・グループ会社、パートナー会社など、 
鉄道の仕事に携わる人すべて

変えざるもの
継続して進めてきた 
安全の取組みを 
環境変化に対応して

変えていく 
べきもの
技術革新をもとにした
新たな取組みにより

進化 変革

※  列車事故（列車衝突事故・列車脱線事故・列車火災事故）、踏切障害事故、 
鉄道人身障害事故及び鉄道物損事故をいう

当社グループに起因する鉄道運転事故：ゼロ

ホームにおける鉄道人身障害事故：3割減
踏切障害事故を着実に減少

自然災害に対するリスクの着実な低減

重大インシデント：ゼロ

数値目標は2018年度比

少子高齢化 急速な世代交代の進展

Al、loT等の技術革新 技術の急速な進歩

自然災害の激甚化 水平分業の深度化

社外の環境変化

など

社内の環境変化

など

環境変化に対応した人材育成の推進

安全文化のさらなる進化

新たなリスクを捉えルール・しくみを変革

 一人ひとりの「安全行動」の進化と変革

「安全マネジメント」の進化と変革

新たな技術を積極的に活用した安全設備の整備

1

2

3

チャレンジ・セイフティ運動（CS運動）
　社員一人ひとりが安全を担う当事者であるという主体性（発意）を持ち、職場内で安全について議論し共有する取組みを推
進しています。
　「守る安全」から「チャレンジする安全」への転換と、「社員一人ひとりが安全について考え自律的に行動する」ことをめざす、
「チャレンジ・セイフティ運動（CS運動）」に取り組んでいます。社員一人ひとりの安全上の気づきから、議論や対策に至る過程 
を現場・支社等・本社一体となって取り組み、安全のレベルアップに挑戦し続ける風土を醸成しています。
　また、同運動に役立つ情報の共有を目的として、CS情報誌「チャレンジ・セイフティ青信号」を定期的に発行しています。

・安全安心な輸送・商品・サービスの提供目標
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三現主義
　安全の問題は常に「現場※」で起こります。したがって、答
えも「現場」にあります。「現地・現物・現人」の“三現主義”
により、机上だけではわからない「答え」を模索していきます。
※  「現場」とはお客さまとの接点、輸送・サービスの原点である、直接安全に関する作業を行
う現地・現物・現人を意味します。

ルール・しくみの変革
　環境が大きく変化する中では、仕事のしくみも大きく変化
し、ひいては事故・事象が起こりうるリスクが変化するととも
に、新たなリスクも発生することになります。環境の変化を
捉え新たなリスクに対応するためにも、一人ひとりの取組み
を起点にして、現場で起きていることを的確に把握し、作業
実態に合わせてルール・しくみの変革を進めています。

「仕事の本質」の理解の促進
　大きな環境変化に的確に対応していくため、単に仕事の手
順ややり方を学ぶだけではなく、仕事の目的、ルールの成り
立ち、機器の動作原理など7つの心得を意識して、「仕事の本
質」の理解を深める必要があります。

現地
実際に現地に 
出向いて状況を 

知る

現物
実際に現物（車両、 

装置、機械、道具など）を
見て、状態を知る

現人
実際に関係している
人々と向き合って 
状態を知る

三現主義の 
さらなる進化

今後力を入れていく取組み

普段から作業現場に足を運びリスクを 
徹底的に掘り起こす

現地に行くだけでなく自発的な行動に 
結び付ける

これまで浸透してきている取組み
現地に足を運んで
• 事故・事象の対策を立案する
• 事故の悲惨さや恐ろしさを心に刻む

両者の相互補完的な作用
失敗から学ぶだけでなく、うまくいっていることにも着目する 

取組みの推進

失敗から学ぶ
発生した事故や事象に着目し、 
これを教訓としたハード対策や 
ルールの徹底により、その原因を 

除去する取組み

うまくいっていることにも着目
うまくいっていることにも 

着目し、 
その理由を掘り下げ、 

工夫・コツを皆で共有する取組み

「仕事の本質」を理解するための7つの心得

ルールが 
定められた 
意図・経緯・ 
成り立ち・背景

取り扱う 
機器・装置の 
しくみ・構造・ 
動作原理

仕事上、絶対に 
外してはいけない
ポイント・ツボ

「最悪どうなる 
のか」等の 

リスクのイメージ

「何のために 
やるのか」等の 
仕事の 
目的・主旨

仕事・業務の 
全体像（関連性）

暗黙のうちに 
実施している 
工夫・コツ

JR東日本の安全管理体制

安全管理規程

　鉄道事業法の改正を受け、安全管理規程を2006年10月 
に制定しました。経営トップの安全確保に関する責務や、安
全統括管理者、運転管理者、乗務員指導管理者の選任と
いった組織に関する事柄など、安全管理に関する事柄を定め 
ています。輸送の安全の確保に関し、安全統括管理者のも
と、安全に関係する役員等から現場まで一体となって業務を 
推進する体制を構築しています。

安全対策を推進する体制

　重大な事故の原因究明や再発防止策の策定、安全に関す
る設備及び車両に関する施策の決定・推進などにより、鉄道
の安全性向上と事故防止を図ることを目的として、当社が  
発足した1987年に鉄道事業本部長を委員長とする「鉄道安 
全推進委員会」を本社に設置しました。
　また、支社等にはそれぞれの機関長を委員長とする「地域
安全推進委員会」を設置し、支社等における鉄道の安全性
向上と事故防止を図っているほか、鉄道安全推進委員会と
連携して具体的な対策を実施しています。

輸送の安全の確保に関する業務体制の概略図

統括機関

支社等

本社

現業機関

社長

安全統括管理者は、輸送の 
安全確保に係る業務について、 
総合的有機的推進を図る。

新
幹
線
車
両
関
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現
場
長

新
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備
関
係
現
場
長

③
新
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線
乗
務
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②運転管理者
モビリティ・サービス部門長及び新幹線運輸車両部長 
又はこれらに準ずる職にある者から選任

①安全統括管理者
鉄道事業本部長 
又はこれに準ずる職にある者から選任

③乗務員指導管理者
乗務員関係区所ごとに、その現業機関の長 
又はこれに準ずる職にある者から適任者を選任

新
幹
線
総
合
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令
所
長
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事故・事象の報告ルール

　事故・事象の正しい把握、原因の分析、対策の実施により
鉄道運転事故等の再発防止・未然防止を実現するため、事
故等の報告と分類に関するルールを定め、さらなる安全性の 
向上をめざしています。

安全に関する設備投資

　会社発足時から総額約5.2兆円の安全投資を行ってきまし
た。現在取り組んでいる「グループ安全計画2023」における
5年間で、約1.2兆円の安全投資を行うことを計画しており、
今後も安全設備を重点的に整備していくとともに、より新た
な技術を積極的に活用し、新たなリスクに対応していきます。

鉄道運転事故
• 列車事故（衝突・脱線・火災）　• 踏切障害事故
• 鉄道人身障害事故　• 鉄道物損事故

注意を要する事象 
•  お客さま、社員の死傷に 
結び付くおそれの潜む事象

報告を要する事象 
•  取扱いを誤った事象

マイ・ヒャット 
•  取扱い誤りに至らな 
かった経験など

徹底的に 
分析・対策

4M4E分析などを
活かして再発防止

積極的な 
掘り起こし

安全投資額とその他の投資額の推移
（億円）

安全安心なインフラを社会のために

一人ひとりの
具体的な取組み

・ 一人ひとりが知得した問題点の適切な把握
・  問題点を共有、議論できる環境整備 
（周囲への発信サポート）など

自ら発信
共有、議論

一人ひとり

業務変革

管理者等

・ 関係者（支店・本社 等）と議論する場の設定
・ CS運動活性化支援費等の活用　など

ルール・しくみの変革

・  作業実態と合わなくなっている 
ルール

・  実態と乖離した作業環境などの 
問題点を知得

・ ルール、マニュアル
・ 設備、システムなどの改善更新
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安全安心なインフラを社会のために

安全性向上の取組み

安全を担う人材の育成

安全に関する教育・訓練
　当社では「JR東日本総合研修センター」（福島県白河市）、
「総合訓練センター」「技能教習所」（各支社等）及び各職場に 
おけるOJT（職場内訓練）による教育・訓練により、社員の安
全意識・技術を高めています。
　「JR東日本総合研修センター」では、人材開発、知識・技
術力向上のための集合研修のほか、乗務員の新規養成教育 
等を行っています。

事故の歴史展示館
　2002年11月に「JR東日本総合研修センター」の敷地内に
「事故の歴史展示館」を設置し、全社員に対して、過去に起き 
た事故の悲惨さや鉄道の社会的責任の大きさなどを教育し
考える場としています。2018年10月に「事故の歴史展示館」 
を拡充するとともに、2014年に発生した京浜東北線川崎駅 
構内列車脱線事故の事故車両と列車が衝突した工事用車
両を保存し、列車脱線事故をさまざまな視点から考察するこ
とを目的に「事故の歴史展示館（考察館）」を開設しました。

教育・訓練設備の活用推進
　当社では環境変化に対応した人材育成の推進を図る一環
として、「仕事の本質」の理解を促進する教育・訓練設備の整 
備を進めています。
　2019年までに乗務員訓練用シミュレータを運輸系の全職
場に配備したほか、新幹線特有のルールやしくみを体得する
目的で、新幹線関連設備に特化した「新幹線教育・訓練セン 
ター」を開設しました。
　また、各支社等では、支社管内で発生した過去の重大な
事故や事象の発生経緯、対策等を学ぶ教育施設を整備して

JR東日本総合研修センター

実物を使用した実践的な訓練

事故の歴史展示館

（車両保存館） （考察館）

おり、「究極の安全」に向け、当社・グループ会社・パートナー
会社社員一人ひとりの安全意識の向上を図っています。

安全を担う人づくり
　急速な世代交代を迎え、安全の核となる社員の育成が重
要であることから、さまざまな取組みを推進しています。

安全の語り部（経験の伝承者）
　安全に関する知識・指導
力・技術力を持ち合わせた後
継者を育成することを目的と
して、各専門分野において経
験・技術が豊富で応用力のあ
るOBを「安全の語り部（経験
の伝承者）」として任命しています。
　また、本部や支社、現業機
関等においても、自主的に経
験を語り合う環境ができてき
ており、事故・事象の教訓、経
験や知識を学び、伝承する取
組みが拡大しています。

鉄道安全シンポジウム

　鉄道の安全性をより一層高めるために、国内の有識者を
交えた議論等を通じて社外の知見を得たり、現場等の良い
取組みを広く共有する場として「鉄道安全シンポジウム」を毎
年開催しています。

実映像を用いた臨場感ある乗務員訓練用 
シミュレータ

高崎支社「～安全の学び舎～刻苦勉励舎」

安全の取組み、 
安全を担う人づくりを 
現場等で実践

各現業機関で 
「熟知」「指導」「後継者づくり」を
具体的に実践

安全の取組み、 
安全を担う人づくりの
中心的役割

安全の取組み、  
安全を担う人づくりを
支社、現場でリード

安全エキスパートJr. 
（安全エキスパート候補）

核となる人 
の拡大

総合訓練センター
技能教習所

安全のプロ

安全指導の 
キーマン

安全エキスパート 
（安全のプロ候補）

現場の環境変化に対応し 現場の環境変化に対応し 
実体に即した訓練の充実実体に即した訓練の充実

しっかり
連携

しっかり
連携

安全の語り部   任命式

大月事故講演会

鉄道安全シンポジウム

列車の運転・保守作業に関する安全対策

列車衝突事故防止対策
ATS・ATCの整備状況：
列車衝突事故等を防止するため、在来線にはATS（自動列車停止
装置）やATC（自動列車制御装置）を、新幹線にはATCを全線に整
備しています。

新青森

八戸

大舘

青森

弘前

東能代

追分

秋田

余目

酒田

新庄

大曲

花巻
盛岡

北上

一ノ関

小牛田

石巻
東塩釜

古川

愛子

山形

坂町

新潟

新発田新津

柏崎直江津

長野
北松本

松本

高崎
倉賀野

渋川 日光

宇都宮

烏山

水戸

鹿島サッカースタジアム

横川

甲府 奥多摩

小淵沢

小出

会津若松

郡山

いわき

友部
大宮
我孫子

小山

成田

香取
銚子成東

木更津伊東
熱海

国府津

新白河

黒磯
宝積寺

安積永盛

上越妙高

大前 水上

白石

福島

仙台

あおば通

岩沼

宮内

大網

上総亀山

越後湯沢

久里浜

池袋
武蔵五日市

内野

越後川口 吉田

凡例
■ デジタルATC整備区間
■ ATC・ATS-P整備区間
■ ATACS整備区間
■ ATS-Ps整備区間
 ■ ATS-P整備駅 
 ■ ATS-Ps整備駅
 ■■ ATS-P整備予定駅

（2023年3月末現在）

［整備状況］
2022年度末時点整備状況

ATC 新幹線全線、山手線、京浜東北・根岸線、常磐緩行線へ整備を完了

ATACS 仙石線（あおば通～東塩釡）、埼京線（池袋～大宮）へ整備を完了

ATS-P 2484.7kmの線区等と拠点となる25駅への整備を完了

ATS-Ps 210.8kmの線区等と拠点となる71駅への整備を完了

保守作業の安全性向上
　線路内における設備の保守作業は、作業中に列車が進来
しないように「線路閉鎖」という手続きを行い作業者の安全
を確保しています。この手続きは、作業を行う係員と指令員
等の列車の運行を管理する係員が打ち合わせて進めます
が、人同士のコミュニケーションにおいてはヒューマンエラー
が発生することがあります。2020年12月から、あらかじめ定
められた区間及び時間帯で事前に線路を閉鎖し、作業を行
う係員がシステムを用いて線路立入や退出の手続きができ
る仕組みを導入しました。これにより作業当日の打合せなど
が不要となり、コミュニケーション時のヒューマンエラーの減
少や、煩雑な手続きの解消により安全性が向上しました。

システムで線路立入・退出手続き

A駅 C駅B駅

システム専用端末

指令員等

作業時間帯の開始・終了の登録

あらかじめ 
定められた区間
及び時間帯を 
閉鎖

作業責任者 作業責任者 作業責任者

イメージ図
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指令室

指令員用端末

輸送指令員

規制の通告を自動送信

管理サーバ

規制発令

受領確認 

防災情報 
システム
（PreDAS）

乗務員用タブレット 
に通告を表示・受領 

イメージ図

安全安心なインフラを社会のために

運転規制通告伝達システム
　大雨や強風等の際に観測値が一定の値を超えた場合は、 
列車の速度規制等を行い、安全を確保しています。従来、運 
転規制は指令員が運転士に無線で伝達していましたが、
2019年9月から伝達内容を自動で送信する運転規制通告伝
達システムを導入し、ヒューマンエラーの防止につなげてい
ます。

BRT事業における安全の取組み

　気仙沼線・大船渡線BRT
事業において、委託先事業者
である（株）ミヤコーバス及び
岩手県交通（株）と連携して安
全確保に取り組んでいます。
実車を用いた各種訓練や3
社合同の情報交換会の実施
に加え、安全統括管理者が現地で意見交換を行う「BRT安
全ミーティング」等を通じて、課題を共有・解決すると同時に、
連携強化に努めています。

グループ会社・パートナー会社・協力会社と 
一体となった安全の取組み

　グループ会社・パートナー会社・協力会社との水平分業が
進む中で、安全性を向上させていくためには、同じ価値観を
持ち連携していくことが不可欠であることから、「JES-Net（JR 
East Safety Network）」を構築しており、現在、40社が加盟
しています。実際の作業に立ち会い意見交換を行う「セイフ
ティレビュー」などを通じて、安全レベルの向上に向けた課題
の共有と改善の取組みを、JES-Net全体で推進しています。

セイフティレビューの様子

CS全体会議

営業所全員で参加するCS全体会議

　（株）JR東日本テクノサービスでは、2019年度に事
象が続いたことを機に安全意識向上と職場のコミュニ
ケーション能力向上を目的として、全従業員を対象とし
たCS全体会議を四半期ごとに開催しています。
　安全の会議というと、事故や事象についての議論と
なるため堅苦しくなりがちです。新庄営業所のCS全体
会議では気軽に出席してリラックスした状態で発言で
きる雰囲気づくりや、誰もが安全に興味を持てるような
テーマを設定し、活発な議論を行っています。
　CS全体会議に営業所の全員が参加することにより、
危ないと思ったらお互い声に出し注意し合う頻度が増
えるなど、安全に対する意識が高まってきました。

（株）JR東日本テクノサービス 

新庄営業所
菅原　守

自然災害に対する備え

　2022年3月に福島県沖で発生したM7.4の地震により走行
中の東北新幹線が脱線、また2019年の令和元年東日本台風
（台風第19号）では千曲川の氾濫により長野新幹線車両セン
ターにおいて北陸新幹線車両が水没するなど、各地で自然
災害が激甚化しています。そこでこれら激甚化する災害に備
えるため、各種対策や取組みを実施しています。

地震に関する取組み
耐震補強対策
　1993年以降、落橋防止対策、高架橋柱や橋脚の耐震補
強対策を進め、東日本大震災後の2012年度からは、優先度
の高い線区を定めて対策に着手しています。2017年度から
は、最新の地震研究の知見に基づき、対策エリアの拡大と 
新幹線の桁支点部等への新たな補強対策を開始しています。
また、2021年2月と2022年3月に発生した福島県沖地震に 
より、新幹線高架橋の一部で桁が沈下する被害や新幹線電
柱の損傷が発生したことから、対策全体の優先順位を見直
すとともに、補強計画を拡大し、さらなる安全性向上に向け
て取り組んでいきます。

高架橋柱耐震補強 電柱耐震補強

上部補強

下部補強

列車緊急停止対策
　地震発生時に、高速走行する列車を少しでも早く止めるた
めのシステムを構築しています。新幹線では、自社の沿線、
海岸、内陸に設置した地震計による初期微動の情報に加え、
気象庁の緊急地震速報や国立研究開発法人防災科学技術
研究所（防災科研）の海底地震計の情報を活用した、「新幹
線早期地震検知システム」を導入しています。
　また在来線では、この新幹線のシステムの地震情報を活
用して、大規模な地震を観測した場合に列車無線を自動発
報、乗務員が列車を緊急停止させる、「在来線早期地震警報
システム」を導入しています。

新幹線の線路からの逸脱防止対策
　地震時に万一新幹線が脱線した場合でも、車両が大きく
逸脱しない対策を実施しています。

在来線早期地震警報システム

新幹線早期地震検知システム

イメージ図

海底地震計
情報

（防災科研）

緊急地震 
速報

（気象庁）

システムサーバ
（新幹線）

地震計
（海岸、内陸部）

地震計
（沿線）

システムサーバ
（在来線）列車無線

「地震発生
　緊急停止！」

無線知得

非常ブレーキ

停電・ 
非常ブレーキ

変電所

逸脱防止ガイド

逸脱防止ガイド 逸脱防止ガイド

接着絶縁継目の破断防止 レール転倒防止装置

改良前の接着絶縁継目

改良後の接着絶縁継目

総合防災訓練
　地震発生を想定した総合防災訓練を、毎年9月1日を含む 
防災週間を中心に実施しています。2022年度の訓練では、
首都直下地震により首都圏各線区において同時多発的に脱
線等が起こり、多くのお客さま等が負傷したことを想定し、救
助・救命に重点を置くなど、より実践に即した訓練を実施し
ています。また、浸水のおそれのある駅では、浸水を想定し
た訓練なども実施しています。

救助・救命に必要な訓練の実施、物品の整備等
　東日本大震災を契機とし、大震災発生時の初期対応として
社員が実施すべき、お客さまの安全の確保や負傷者への応
急手当等の習得を目的として、JR東日本救助・救命講習を
行っています。また、救助に必要な物品の整備も併せて実施
しています。

津波に関する取組み
　東日本大震災発生以前から、箇所ごとに津波の危険な区
域及び運転規制の方法を定め、マニュアルの作成・勉強会
の実施や降車誘導訓練を行ってきました。こうした取組みが、
津波発生時において迅速な避難誘導につながりました。

本社対策本部訓練 消防機関と連携したお客さま救出訓練

JR東日本救助・救命講習 応急救護品

津波避難訓練の様子

津波対応マニュアル 降車誘導訓練
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安全安心なインフラを社会のために

「津波避難行動心得」の制定
　津波到達まで時間的に余裕がない場合において、避難を
実施するにあたり、社員一人ひとりが取るべき行動指針を
2012年1月に定めました。

津波避難ナビシステム
　東日本大震災時の津波避難の教訓から、列車運行中の乗
務員が、不慣れな場所で乗客の避難誘導を実施する際の補
助ツールとして開発・導入しています。

降雨に関する取組み
　降雨による土砂崩壊災害を防止するために、全線区にお
いて計画的に沿線斜面などの防災対策を行っています。

　近年では降雨災害が激甚化・頻発化しており、局地的大雨
が増加傾向にあることから、在来線では新たにレーダ雨量を
活用した運転規制を2023年6月に導入しました。また新幹線
においても、今後見込まれる記録的大雨などによる災害発生
リスクの増加に備えるため、2021年度から降雨防災対策工
事を進めているほか、気象レーダーで降雨量を詳細に把握
し、豪雨発生時に新幹線を一旦抑止して安全を確認するルー
ルを2020年から導入しています。

「津波避難行動心得」
一  大地震が発生した場合は津波を想起し、自ら情報を取り、他と連絡が取れな
ければ自ら避難の判断をする。（避難した結果、津波が来なかったということ
になっても構わない。）

二  避難を決めたら、お客さまの状況等を見極めたうえで、速やかな誘導を行う。 
三  降車・避難・情報収集にあたっては、お客さま・地域の方々に協力を求める。 
四  避難したあとも、「ここなら大丈夫だろう」と油断せず、より高所へ逃げる。 
五  自らもお客さまと共に避難し、津波警報が解除されるまで現地・現車に戻らない。

津波避難ナビ画面

切取のり面工（吹付枠工） 盛土のり面工（吹付枠工）

強風・突風に関する取組み
　2005年12月に発生した羽越本線列車事故以降の強風・
突風に関する主な取組みは以下の通りです。

風速計の増設
　風による運転規制区間に風速計を複数設置することを基
本にしたほか、防風柵設置箇所に風速計を増設しています。
また、風速計を二重系にし、より確実に観測する取組みを進 
めています。

防風柵の設置
　車両に作用する風の力を 
低減する防風柵を設置してい
ます。

気象情報の活用による運転規制の実施
　気象庁の気象レーダーが観測した雨の強さや、竜巻発生
確度ナウキャストなどの気象情報を用いて、発達した積乱雲
を捉えることにより突風発生の可能性を推定し、運転規制を
行う方法を開発しました。現在は、日本海側の一部区間にて
冬季に実施しています。

ドップラーレーダーを用いた突風に対する 
列車運転規制の実施
　ドップラーレーダーにより上空の
雨粒などの動きを観測することで突
風の原因となる渦を探知し、渦の進
路予測範囲内に線路がある場合に
警報を発するシステムを用いていま
す。このシステムは気象庁気象研究
所と共同開発したもので、2017年
の冬季から羽越本線及び陸羽西線
（一部区間）で運用を開始し、以降も
列車運転規制の範囲拡大やAIを活
用した渦の探知精度向上に努めて
います。

羽越本線 北余目～砂越間

羽後本荘

清川

清川

新発田

新津

東三条

長岡

村上

酒田

酒田

余目

余目

柏崎

弥彦

新潟

警戒範囲【黄】
予測した積乱雲の動き

警戒積乱雲 
【赤色】 
発達した 
積乱雲を 
検知

■警戒積乱雲
■警戒範囲

気象情報の活用による運転規制範囲の表示イメージ

酒田市黒森に設置された 
ドップラーレーダー

ドップラーレーダーを用いた突風に対する列車運転規制

火山噴火に関する取組み
　火山災害の主な特徴としては、主に火山泥流等と降灰の
影響があり、特に降灰に関しては僅かな降灰でも列車の運
行に影響を与える可能性があります。当社では、自治体が発
行する火山のハザードマップにより影響する線区や区間な
どを把握し、火山の噴火のおそれがある場合は対策本部を
設置して列車運行の可否や避難の必要性を判断することと
しています。

踏切における安全対策

踏切廃止に向けた取組み
　踏切事故対策の基本は踏切をなくすことであり、地域の皆
さまのご協力をいただきながら、立体交差化や統合・廃止な
どの取組みを進めています。廃止が困難な第3種・第4種踏
切については第1種化に取り組んでいます。

過去5年間の踏切削減実績（第三セクター等への移管を含む）
年度 2018 2019 2020 2021 2022

削減数 67 101 18 8 38

浸水に関する取組み
　2019年10月の台風第19号による河川氾濫等で北陸新幹 
線の車両等に甚大な被害を受けたことを踏まえ、浸水に関す
る対策を進めています。
　鉄道施設については設備ごとに優先順位を定め、順次
ハード対策等を実施しています。また、ハザードマップをもと
に、浸水のリスクのある車両基地等に「車両疎開判断支援シ
ステム」を導入し、発災時の車両避難を迅速に実施します。
本システムでは、車両避難の判断を支援する指標を整備し、
それぞれの指標が基準値に達した場合、アラームが鳴動し関
係者に知らせます。

車両の避難の判断を支援する指標

流域雨量指数
車両留置箇所 
近傍の河川氾濫の
可能性を数値化 
した指標

※  気象庁が公開する流域
雨量指数と洪水警報等
の基準値の比較により、
洪水災害発生の危険度
を判断する。

実況指数 予測指数
基準値

時間
現時刻

気象庁の指標

河川水位
車両留置箇所 
近傍の河川水位

堤防と水位のイメージ水位
実測水位 予測水位

基準値 基準値

堤防
河川水位時間

現時刻

※ これらの指標のほか、一般の気象情報も含めて車両の避難を総合的に判断する。

流域降雨量
車両留置箇所の 
上流エリア内の 
河川流域内の 
降雨量

河川流域のイメージ
実況降雨量 予測降雨量

基準値

時間
現時刻 車両留置箇所

降水量

車両避難の 
判断支援指標
①  河川水位予測 
（大河川）
②  流域雨量指数 
予測（中小河川）

③  流域降雨量予測*
（全河川）

* 当社作成

JR東日本

情報配信

部外気象会社

基準値超過時
アラーム鳴動

※ 車両の避難は、システムや一般の気象情報等を総合的に勘案し判断する。

専用端末
（対策本部等）

データ集約 浸水予測 
情報作成

① 河川水位 
予測

② 流域雨量 
指数予測

降雨予測
③ 流域降雨
量予測

車両疎開判断支援システムのイメージ

在来線における気象レーダー雨量を活用した 
運転規制のイメージ

踏切数の推移（年度初）
（箇所）

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
1987 20202019 2021 2022 2023（年度）

8,358

6,774 6,673 6,655 6,647 6,6091,294
348 319 304 299 275

6,263

801

6,230 6,163

196

6,170 6,178 6,179

191 181 170 155

第1種：警報機・遮断機あり　 第3種：警報機のみあり　 第4種：警報機・遮断機なし

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯

❶レーダ規制

❷実効雨量規制

❸実際の運転規制発令区分（❶+❷）

規制基準値

運転中止値

運転中止

運転中止

速度規制速度規制

規制なし

速度規制

速度規制値

A駅 C駅B駅

レーダ雨量観測メッシュ及びメッシュ番号

⇒鉄道沿線と重なる1km×1km
 メッシュのレーダ雨量を抽出

鉄道雨量計及び実効雨量規制区間

①

A駅

C駅

1km

1km

B駅

① ②
③ ④

⑤ ⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫ ⑬ ⑭

⑮ ⑯

⇒各駅間に対し、上記❶と❷のうち
厳しい規制区分を適用

レ
ー
ダ
雨
量

実
効
雨
量
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第4種踏切道

安全安心なインフラを社会のために

障害物検知装置の整備
　列車と自動車（大型車含
む）の衝撃による列車脱線等
の回避を目的とし、踏切内に
立ち往生した自動車等を検
知して列車に知らせる装置を
整備しています。
　レーザレーダにより踏切全
体を検知する3次元レーザ
レーダ式障害物検知装置では、従来に比べより高い検知性
能と、雨・雪のような浮遊物による誤検知を削減する機能な
どを開発しました。2019年度から導入しており、順次拡大し
ていきます。

3次元レーザレーダ式障害物検知装置

1,000

600

400

800

200

0
2005 2006 2010 20152008 2012 2017 20192007 2011 20162009 20142013 2018 2021 20222020 （年度末）

88

1

940 964
913

835
804786

744

583

695

531

628

467
408

350

268

151

3次元レーザレーダ式障害物検知装置設置箇所
（箇所）

踏切支障報知装置（非常ボタン）の整備
　踏切内で自動車が動けなくなった
場合などにおいて、列車に危険を知
らせるための「非常ボタン」の設置
を進めています。これまで、東京
100km圏内の自動車が通行する全
踏切と津波被害が想定される踏切
への整備が完了しました。また、
2017年度には、すべての非常ボタン
の視認性向上、案内看板の統一を
実施しました。

全方位警報灯の整備
　列車の接近を知らせる踏切警報灯について、視線が下が
る傾向にある高齢者や側道から踏切に進入する自動車のド
ライバー等が見やすい「全方位警報灯」への置換え整備を進
めています。

踏切支障報知装置（非常ボタン）

限られた方向のみ視認可能

従来の警報灯

360度どの方向からも視認可能

全方位警報灯

より通行しやすい踏切
　踏切道改良促進法に基づき、改良すべき踏切道に指定さ
れた箇所では、立体交差や拡幅だけではなく、必要に応じカ
ラー舗装や踏切道の周辺対策（跨線人道橋整備）等、地域の 
実情に合わせた改良を行っています。

第4種踏切道における取組み
　警報機・遮断機が設置さ
れていない第4種踏切道に
ついては、地域の皆さまのご
協力をいただきながら、廃止
や第1種化を実施しています。
また、踏切事故防止対策とし 
て、注意喚起板の設置や、踏
切通行者に列車の接近を知らせるための気笛吹鳴標識を設
置しています。

踏切を通行される方に向けたキャンペーン等の実施
　警察等の関係機関と連携
した踏切道や学校等での事
故防止の働きかけのほか、事
故防止を呼びかける動画の
放映や他鉄道事業者と連携
したラジオCM放送などを通
じたキャンペーンを毎年実施
しています。

道路管理者と協議を行い、拡幅やカラー舗装により歩行者と自動車等の分離を推進

踏切道でのキャンペーン等の活動

ホームにおける安全対策

　お客さまに安心して駅をご利用いただくために、ハード・ソフト両面からホームの安全性向上に取り組んでいます。

スマートホームドア®

CP（Color Psychology）ライン

人が危険と感じる度合いが高い色彩の線を引くことで、視
覚的・心理的にホーム端部の危険性を注意喚起しています。

内方線付き点状ブロック

ホーム内側部分に線状突起を設けてホームの内外がわか
るようにしたブロックを整備しています。

高解像度ITV

駅社員及び車掌が確認するモニタを解像度の高いモニタ
に置き換えています。

従来のITV 高解像度ITV

列車非常停止警報装置 ホームドア
お客さまの列車との接触や線路への転落を防止する対策 
としてホームドアの導入を進めています。

転落検知マット

ホーム下に設置したマット
で転落者を検知し、列車に
停止を指示します。

運転士・車掌・駅社員に危険を知らせる「非常停止ボタン」
をホーム柱などに整備しています。

ホームドア整備
　ホームでのお客さまの転落や列車との接触を防止する対策としてホームドアの整備を進めており、2022年度末までに山手
線、京浜東北・根岸線を中心に86駅（線区単位99駅※）197番線でホームドアの整備を完了しました。
　これまで、2032年度末頃までに東京圏在来線主要路線の243駅（線区単位330駅）への整備を目標に、主要な番線660番
線程度の整備を優先してきましたが、さらなる早期整備として、主要な番線以外も含めた東京圏在来線主要路線の244駅（線
区単位330駅）758番線に整備対象を拡大し、また、軽量型の「スマートホームドア®」の導入や設計荷重の見直しなどによる工
期短縮を図ることで、従来より1年前倒した2031年度末頃までの整備をめざしていきます。
※ 線区単位の具体例：有楽町駅の場合、山手線、京浜東北線の2駅となります。
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安全安心なインフラを社会のために

2031年度末頃までにホームドアの整備を予定している線区（2022年4月公表）

常磐緩行線
（13駅28番線）

常磐快速線
（10駅26番線）

武蔵野線 
（26駅54番線）

宇都宮･高崎線･東北貨物線
（9駅23番線）

総武快速線
（11駅29番線）

京葉線
（18駅43番線）

京浜東北線
（36駅78番線）

中央快速線
（24駅66番線）

中央・総武緩行線
（39駅84番線）

山手線
（30駅64番線）

山手貨物線
（5駅14番線）

南武線
（26駅59番線）

東海道線
（12駅33番線）

根岸線
（11駅24番線）

横須賀線
（13駅29番線）

横浜線
（20駅45番線）

青梅線
（6駅12番線）

平塚
大船

逗子

横浜

東神奈川

武蔵小杉

川崎

高尾
立川

西
国
分
寺八王子

拝島

府中本町 御
茶
ノ
水

空
港
第
2
ビ
ル 

成
田
空
港

西船橋

千葉

蘇我

池袋

赤羽

東京

大崎

西大井

新松戸

千葉みなと

南船橋
市川塩浜

田端 上野

南浦和
取手

武蔵浦和

川越 大宮

新宿三鷹

品川

埼京・川越線
（19駅44番線）

（2駅3番線）

合計：244駅（線区単位330駅、758番線）

鉄道をご利用のお客さまに向けたキャンペーン等の実施
　駅社員等による声かけや見守り、駅構内放送によるご案内
を実施するとともに、目の不自由なお客さまを含むお困りに
なっているお客さまに対して、当社社
員やJR東日本グループ社員だけで
はなく、一般のお客さまにもお声か
けのご協力をお願いする「声かけ・
サポート」運動を通年で実施してい
ます。
　このほか、「プラットホーム事故0
運動」「やめましょう、歩きスマホ。」
等のキャンペーンを各社局等と共同
で実施しています。

輸送障害の発生防止

　輸送障害の発生原因に着目し分析したうえで、重点的に
対応すべき項目を明確にして、具体的に対応することで、輸
送障害の発生防止に努めています。

車両
•  主要機器のバックアップ機能を有したシステムを採用し、信
頼性を高めたE235系などの新型車両の投入

•  車両の機器更新

設備
•  モニタリングデータを活用したCBMの推進
•  電気設備の簡素化・統合化（シンプルな架線構成）

その他の取組み
•  台風期や降雪期前の倒木対策として、計画的な伐採を通じ
て、倒木による輸送障害発生防止と駅間での長期間停車
防止対策に寄与

•  自殺防止の取組みとして、社員による駅構内での呼びかけ
活動や当社OBによる駅巡回、電話相談窓口「いのちのホッ
トライン」開設。駅ディスプレイやSNSを活用した相談窓口
の告知などを実施

•  動物衝突対策について、忌避剤の散布やレーザー光・音を
活用した忌避装置の導入

お客さまへの影響拡大防止

　お客さまのことを最優先に考え、早期の運転再開と影響 
範囲の最小化のための最適な対応を考え、お客さま救済に
取り組みます。

事故防止を呼びかけるポスター

輸送障害発生後の早期運転再開とお客さまへの影響を 
最小限に抑える取組み
　お客さまのことを最優先に考え、早期運転再開と影響範囲
最小化のための最適な対応を考え、お客さま救済に取り組み
ます。運転可能区間において、折返しが可能な駅で折返し運
転を実施することで、運転を見合わせる区間を最小限にする
よう努めています。また、路線が並行する一部区間では、運
転に支障がない別の線路を使用しての運転に変更すること
で輸送障害の影響を最小限にする手配を行っています。

お客さま救済の取組み
　設備故障等の大規模な輸送障害を想定した訓練等を通じ
て、輸送障害発生後のお客さま救済の対応力を高める努力
を続けています。
　また、救済ハシゴを使用した降車誘導訓練では配慮の必
要なお客さま（障がい者・妊婦・小さな子ども等）を想定した
訓練を実施しています。
　さらに、駅間に列車が停車した際には、バスやタクシーに
限らず、業務用自動車や保守用車などあらゆる手段を活用し
たお客さま救済に取り組んでいます。

輸送障害発生時の運転再開見込み時刻発表
　輸送障害発生時には、発生から概ね30分以内の運転再
開見込み発表（人身事故は15分以内）をめざしており、2022
年度は96%の発表率でした。今後もお客さまの次の行動判
断につながる情報を迅速に提供していきます。

計画運休
　計画運休は、気象条件などを踏まえ、
ご利用のお客さまに大きな影響が見込
まれる場合、あらかじめ運転本数の整
理などを行うことで、被害や輸送混乱を
最小限に抑えることを目的として実施し
ます。台風の進路・規模などを総合的に
判断し、早い段階からお客さまや社員
に対して、さまざまな媒体（当社ホーム
ページ、X（Twitter）など）を使用し、前広な情報共有を実施し
ます。点検や復旧作業の完了後に、運転再開見込時刻を発
表します。

救済ハシゴ訓練

折返し運転

保守用車を使用したお客さま救済

別線運転

異常時の情報提供

　お客さまの立場に立ち、お客さまの次の行動判断につなが
る情報を、迅速かつ具体的に提供します。

情報提供の強化
　列車運行情報等をさまざまな媒体を通じてお客さまへ発信
しています。

異常時案内用ディスプレイ、列車内液晶ディスプレイ
　運転見合せなど、輸送障害発生時の運行情報をお知らせ
するほか、他社線への振替乗車を行っている線区の情報提供
を行っています。（日本語・英語・中国語・韓国語に対応）

どこトレ
　地方線区を中心に列車の遅延情報や在線位置情報など
が把握できます。（日本語・英語に対応）
当社ホームページ
　輸送障害発生時など、運行情報や在来線特急列車・新幹
線などの運休情報を提供します。（日本語・英語・中国語・ 
韓国語に対応）
JR東日本アプリ
　輸送障害発生時の各路線の運行状況を確認できます。
（日本語に対応）

SNS
　X（Twitter）（日本語・英語）や微博（Weibo）を通して、自然
災害等による現地の被災状況をリアルタイムな情報で発信す
るほか、運行情報や運転計画等をお知らせしています。

列車運行に関する仕組み・取組みのお知らせ
　強風や台風、大雪などの列車運行に大きな影響を及ぼす
自然災害や非常事態が発生した際の対応、列車運行の疑問
についてお客さまにわかりやすくお伝えするために「JR東日
本なるほどQ&A Guide」と関連動画を作成し、当社ホーム
ページに掲載しています。

安心で快適なご利用について
• 緊急時（車内持込禁止物、列車からの避難方法）
•  マナー（優先席・フリースペース、　
声かけサポート、歩きスマホ）
自然災害に対する取組み
•  風、雨、台風、雪、地震、噴火に対
する当社の取組み
安全・安定輸送の取組み
• 輸送障害（折返し運転、別線運転・振替輸送など）
• 情報提供（JR東日本アプリなどさまざまな情報提供ツール）

五能線大雨による運転見合せ

どこトレ異常時案内用ディスプレイ

なるほどQ&A Guide：緊急時編
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活力ある社会のために
すべての人を包摂する便利で快適な質の高いサービスを提供します。 
地域と協働して活気あるまちをつくります。

基本的な考え方
　地域モビリティを担い、地域に密着した事業を運営す
る当社グループにとって、活力のある社会は、まさに事業
運営の基盤です。
　地方においては、ＪＲ東日本グループだからこそできる
地方創生により、東日本エリアにおける関係人口の拡大
や地域経済の活性化を実現します。
　都市においては、JR東日本グループのさまざまなサー
ビスを結び付け、新たな価値を提供するなど快適で魅力
ある都市づくりを進めます。
　また、すべての人々が共に生き生きと暮らすことができ
る共生社会の実現に向けて、ソフト・ハードのバリアフリー
の実現を推進します。

目標

❶ 地方創生

❷ 快適な都市

❸ 共生社会

安全安心なインフラを社会のために

列車内の安全安心

　警察やグループ会社等と
連携し、車内危険行為等の
異常時への対応訓練を常日
頃から行っています。昨今、
列車内のセキュリティに社会
的な関心が高まる中、お客さ
まに安心して列車をご利用い
ただける取組みを継続することで、対応力を高めています。

新幹線車内不審対応訓練

JR東日本の安全の現状

鉄道運転事故

　2022年度の鉄道運転事故は、139件と会社発足当初と比
べ大幅に減少しました。このうち、鉄道人身障害事故が全体
の約7割を占めています。なお、列車事故と鉄道物損事故は
発生しておりません。

インシデント

　2022年度はインシデントが1件発生しました。
・ 釡石線綾織～遠野駅間 
列車が通過中に遮断かんが降下しなかった事象 
（落雷でリレーが溶着し、不正に回路を構成したため）

インシデント 鉄道事故等報告規則（国土交通省令）により定められている、 
鉄道運転事故が発生するおそれがあると認められる事態

輸送障害

　2022年度は、輸送障害が1,582件発生しました。2021年度
と比較すると、特に災害、動物との衝撃によるものが増加しま
した。

輸送障害
鉄道運転事故以外で、車両や設備の故障、係員の取扱い誤り、災
害などにより、列車の運転を休止したもの又は旅客列車では 
30分以上、それ以外の列車では1時間以上の遅延を生じたもの

災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波などの 
自然現象によるもの

部外原因 線路内立入りや自殺など、当社の原因によらないもの
部内原因 係員や車両、設備など、当社の原因によるもの

列車事故 列車衝突事故、列車脱線事故、列車火災事故

踏切障害事故 踏切道において、列車又は車両が道路を通行する人 
又は車両等と衝突し、又は接触した事故

鉄道人身障害
事故

列車又は車両の運転により人の死傷を生じた事故 
（自殺以外）

鉄道物損事故 列車又は車両の運転により500万円以上の物損を生じた事故
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鉄道運転事故の発生状況
（件）

※  2013年度第3四半期から、自殺と断定できなかった事象も鉄道人身障害事故や踏切障害事故として計上
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・ 東日本エリアにおける関係人口の拡大
・ 地域経済の活性化の推進

目標

・ 付加価値の高い多様なサービスのワンストップでの提供
・ シームレス・ストレスフリーな移動の実現
・ 環境、防災、コミュニティに配慮した多様な魅力あるまちづくり

・ ホスピタリティマインドのある社員の育成
・ 障害当事者との対話を通じたサービス品質の改善
・ パラスポーツの体験・支援等を通した共生社会への 
理解促進

目標

目標

❶ 地方創生

　グループ経営ビジョン「変革2027」の一つの柱として“地方
を豊かに”を掲げ、「ＪＲ東日本グループだからこそできる『地
方創生』」をグループ全体で推進していきます。
 　これまでは、主に鉄道を中心としたモビリティや観光の分
野で地方創生に取り組んできましたが、これからは、生活サー
ビスやIT・Suicaサービスなど幅広い分野で、地域の魅力向
上及び活性化をめざしていきます。そのために、外部ネット
ワークや自治体等と連携して、地域の魅力ある素材を発掘し
ていくほか、当社グループならではのリアルな強みとデジタ
ルの融合によって、暮らしや働き方の変化に合わせて、お客
さま一人ひとりに焦点を当てた価値の提供を行っていきます。

伴走型地域づくり
　地域が持つさまざまな課題に対し、JR東日本グループの
アセットを組み合わせて新たな価値を創造することで、地域
と共に交流人口・関係人口・定住人口の拡大をめざしていく
「伴走型地域づくり」を推進しています。
　主に駅や（営業）統括センター社員が中心となって熱意あ
る地域の皆さまに伴走し、地域課題の把握や、グループの総
合力を活かした提案・取組みを着実に実行し、持続可能な地
域社会の発展へ貢献していきます。

伴走型地域づくり（イメージ）

持続的な地域づくりの取組み

　千葉大学、複合観光施
設ザ・フィッシュと連携し、
鋸山の廃坑洞窟で管理さ
れていたワインを金谷地
区の新たな観光資源「鋸
山貯蔵ワイン」としてブランド化しました。2022年度ま
では、「新宿さざなみ」を使ったツアーの企画や、JRE 
MALLふるさと納税での富津市返礼品の展開を担当し
ていました。これまで通常の駅業務にしか従事してい
なかったため、すべてが勉強の連続でしたが、当日ツ
アーに参加したお客さまや地域の皆さまの笑顔を見て、
大きなやりがいを感じました。
　今後も地域の皆さまと共に、「鋸山貯蔵ワイン」のさら
なるブラッシュアップと、魅力ある観光資源を活かした
地域活性化、持続的な地域づくりをめざしていきます。

千葉支社 
木更津統括センター

松﨑　麻衣

2018年度 
実績

2022年度 
目標

2022年度 
実績

東京100km圏の在来線の輸送
障害の発生率（部外原因を除く） 99件

2018年度比 
70%減 

31件以下
9.1%減 

90件

当社管轄エリアの新幹線の輸送
障害の発生率（部外原因を除く） 13件

2018年度比 
75%減 

3件以下
38%減 

8件

東京100km圏の在来線の総遅
延時分（部外原因を除く） 50.3千分

2018年度比 
70%減 

18.0千分以下
20%減 

40.0千分

　東日本エリアにおける関係人口の拡大、地域経済の活性
化を実現するため、地域と連携して取り組む観光流動創造・
地域活性化策を2022年度に10件実施しました。2027年度
までに累計150件実施することをめざします。
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活力ある社会のために

当社が提供するMaaSソリューション「Tabi-CONNECT」
　シームレスでストレスフリーな移動の実現をめざして、2017
年から、移動のための検索・手配・決済をお客さまにオール
インワンで提供する「モビリティ・リンケージ・プラットフォー
ム（MLP）」を構築してきました。
　MLPの中から、地域・観光型MaaSの共通機能をパッケー
ジ化し、社外への提供も可能にした「Tabi-CONNECT」を
2021年から稼働しています。

地域・観光型MaaS
　「Tabi-CONNECT」を活用して、地域にお住まいの皆さま
や観光の皆さまの移動をより便利に、快適に楽しんでいただ
ける地域・観光型MaaSを展開しています。
　スマートフォン1つでオンデマンド交通の予約・決済をスムー
ズに行うことができるサービスや、マイナンバーカードとSuica
のID番号を紐付けることで、Suica1枚で、特定地域・特定年
代向けのサービスを受けられる機能を提供しています。 

地方中核都市でのまちづくり
　人口減少社会における持
続的なまちづくりをめざして、
行政・地域と一体となった地
方創生を推進しています。
　いわき駅では、駅直結とな
る「ホテルB4Tいわき」及び
ショッピングセンター「エスパ
ルいわき」を2023年1月に開業し、駅周辺の活性化に向け、
いわき市等と連携して取り組んでいます。また、新潟駅では
新潟駅高架下開発を進め、古町・万代等を含めた地域の皆
さまと連携した賑わい創出に取り組むほか、青森駅でもホテ
ルや行政施設が入居する駅ビルの開発を進め、地元自治体
等と連携し、魅力あるまちづくりを実現していきます。

地方創生型ワークプレイス「JRE Local Hub」
　「地域をつなぐ」「世代をつなぐ」をキーコンセプトに、技術
や人々をエリアや世代を超えてつなぐ地域創生型ワークプレ
イス「JRE Local Hub」を展開しています。2023年2月に燕三条
駅構内に、2023年3月にホテルファミリーオ館山内にオープン
しました。
　地域の駅を拠点にしてエリア外のヒトやサービスをつなぎ、
地域の産業や人材を育成することで、新たな地方創生を 
めざします。また、地域密着型の育成プログラムにより、未来
の世代につながる課題解決型人財の育成をめざします。

新潟駅高架下開発

道の駅「さんさん南三陸」 
オープニングセレモニー

デジタルよろず相談所（八王子駅）
JRE Local Hub 燕三条

※  燕三条・館山の両事業は内閣府が推進する「デジタル田園都市国家構想推進交付金（地
方創生テレワークタイプ）」の対象事業に採択されました。

「平成23年7月新潟・福島豪雨」で被災した只見線（会津川
口～只見間）の運転再開
　福島県や沿線自治体の皆
さまからの鉄道復旧に対する
強い要請も踏まえ、上下分
離方式により鉄道復旧する
ことを2017年6月に福島県
と合意しました。このたび復
旧工事が完了し、2022年10
月1日に全線運転再開となり
ました。
　運転再開当日には記念式
典が開かれ、その後の紅葉
シーズンでは多くのお客さま
にご利用いただきました。また、地元自治体では「只見線利
活用計画」が策定され、地元が主体となった只見線の利用促
進の取組みも進められています。

地方交通線における持続可能な公共交通体系の構築
　地方交通線については会社発足以来大きくご利用が減少
しており、今後も人口減少によりご利用状況はさらに厳しくな
ることが想定されています。当社としては今後も、設備のスリ
ム化、運行形態の簡素化等による運営の効率化を推進する
とともに、観光や生活サービス事業など当社グループの強み
を活かして、沿線地域の活性化に貢献していきます。
　一方で、ご利用の少ない線区（平均通過人員2,000人／ 
日未満）については、具体的な経営状況を地域の方々にもご
認識いただくために、2022年7月と11月に線区別収支を開示
しました。引き続き沿線の皆さまにもご理解、ご協力をいただ
きながら、地域にとって最適な交通体系は何かを地方自治体
と共に議論し、「持続可能な交通体系」を構築していきます。

東北における復興ツーリズムの推進
　東日本大震災から12年を
経て、東北各地で震災伝承施
設などの整備が進んだことを
契機に、地域の皆さまと連携
して東北における「復興ツーリ
ズム」を推進していきます。
　防災・減災学習が可能な
震災伝承施設とともに、多様な東北の魅力を、特に若年層へ
訴求することで、繰り返し訪問するきっかけをつくり、交流人
口の創出・被災地域の復興加速・地域の活性化につなげて
いきます。
　「東北復興ツーリズム推進ネットワーク」を設立し、自治体
や企業等にご参加いただき、東北周遊モデルコースの磨き
上げ、地域と旅行会社のマッチングによる旅行商品造成の促
進や教育旅行の誘致活動を展開していきます。

只見線全線運転再開（第八只見川橋りょう）

地域・観光型MaaS「旅する北信濃」

　「旅する北信濃」は、長野駅の社員の発案から始まり
ました。電子チケットの新規店舗拡大のため、現業機
関の社員が自ら開拓し、足を運んで交渉し契約してい
ます。自分たちからアプローチすることは難しいです
が、大きなやりがいを感じています。自治体に費用を負
担していただき、連携して宣伝展開等を行っていること
も特徴です。
　2023年4月から社会実装し、インバウンド対応に力
を入れるなど、地域と共に利用促進を図っています。

長野支社 
長野営業統括センター

小泉　俊平　  清水　観月

サービス名称　 展開エリア　
TOHOKU MaaS　東北6県　 

8エリア
・当社主催
・2022月4月から社会実装

旅する北信濃　 長野県・ 
北信濃エリア　

・当社主催
・2023年4月から社会実装

ひたちのくに紀行　茨城県・ 
県央エリア　

・当社主催
・2022年10月から実証実験を実施

回遊軽井沢　 長野県・ 
軽井沢エリア　

・他事業者と連携して主催
・2022年1月から実証実験を実施

伊豆navi　 静岡県・ 
伊豆エリア　

・他事業者と連携して主催
・2022年11月から社会実装

Mae MaaS 
→ Gun MaaS

群馬県・ 
前橋エリア他

・自治体主催
・  2022年11月から社会実装し、 
群馬県MaaS「Gun MaaS」へ拡大

地域・ 
観光型
MaaS

JR東日本が提供する地域・観光型MaaS 自治体さま・他業者さ
まが提供するMaaS

地域・ 
観光型
MaaS

ホワイト
レーベル

MaaS

地域・ 
観光型
MaaS

各地域 
単サービス
のみ

ホワイト
レーベル

MaaS

決済

共通の機能を標準装備　サービス提供者は情報提供・更新が可能 カスタマイズやオプション
などの機能の拡張も可能

地図情報
電子 
チケット
（Suica・ 
マイナ連携）

共通アカ
ウント

行程管理
経路検索

オン 
デマンド 
予約

AI配車 
システム

バス予約 
システム

など
など　他社提供
サービス・システム

デジタルよろず相談所の取組み
　「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル社会」の実
現に向けた政府の取組みに参画し、「デジタル推進委員」の
任命を受けた社員を中心に、駅にデジタルよろず相談所を開
設し、「えきねっと」や「JRE POINT」などの当社施策のほか、
マイナンバーカードの申請方
法やマイナポータルの活用方
法のご案内を行っています。
　G7群馬高崎デジタル・技術
大臣会合に合わせて各地で
行ったほか、今後も継続的に実
施していく予定です。

ローカルスタートアップ企業との共創
　スタートアップ企業への出資や協業を推進するJR東日本
スタートアップ（株）は、地域に根差した事業を推進するロー
カルスタートアップ企業との共創活動を加速するため、地域
に特化した出資及び協業推進を行う「JR東日本ローカルス
タートアップ合同会社」を2023年4月に設立しました。
　これまで、JR東日本スタートアッププログラムや未来変革
パートナーシッププログラムなどのオープンイノベーション活
動を通じて、社会課題の解決と、スタートアップ企業の事業
拡大をめざした成長支援を実施してきました。これらの知見・
ノウハウを活かして、JR東日本
ローカルスタートアップは、地
域に特化して、地域課題の解
決とローカルスタートアップ
企業の持続的な成長を支援
することで、地域のより一層
の活性化と豊かなくらしづく
りに貢献していきます。

気仙沼線BRT志津川駅の道の駅「さんさん南三陸」 
敷地内への移転
　東日本大震災で甚大な被害に見舞われた区間は、交通手
段としての役割だけでなく、地域の活性化に寄与すべく、さま
ざまな手段で復旧を果たし、復旧後も地域との関わりを継続
しています。BRTにて復旧した気仙沼線BRT、大船渡線BRT
においては、沿線の皆さまからのご要望を踏まえた駅の新設
や移設、専用道の整備などにより、利便性の向上を図るとと
もに地域と連携した観光による活性化に努めています。
　2022年10月には、南三陸町と協力し、道の駅「さんさん 
南三陸」のオープンに合わせて、よりお客さまがご利用しや
すいよう、気仙沼線BRT志津川駅の機能を同敷地内に移転
し、運行ルートも変更しました。また、道の駅内には販売窓口
とBRTロケーションシステムを設置しています。
　なお、道の駅「さんさん南三陸」は、北側に震災伝承施設
「南三陸311メモリアル」と公共交通ターミナルが整備されて
おり、ロータリー部も含めた道の駅全体のデザインは、南三
陸町から委託された隈研吾建築都市設計事務所によるもの
となっています。
　今後も地方自治体と協力しながら、より地域の皆さまがご利
用しやすいBRTの運行をめざしていきます。

地元経営者による第二創業（イメージ）

田老地区震災学習
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活力ある社会のために

❷ 快適な都市

　お客さまがあらゆる生活シーンで最適な手段を組み合わ
せて、移動・購入・決済等のサービスをシームレスに利用で
きることをめざし、付加価値の高い多様なサービスのワンス
トップでの提供、シームレス・ストレスフリーな移動の実現、
環境、防災、コミュニティに配慮した多様な魅力あるまちづく
りを進めます。

Beyond Stations構想
　ヒトの生活における「豊かさ」を起点として駅のあり方を変
革し、駅を「交通の拠点」という役割を超えて、ヒト・モノ・コ
トが“つながる”「暮らしのプラットフォーム」へと転換します。
　具体的には、駅をキャンパスに課題発掘型のリーダー人材
を育成し、サステナブルビジネスを生み出すための学びの場
「JRE Station カレッジ」の開講、エキナカ・駅ビルを中心に
ご利用いただけるサブスクリプションサービス「JRE パスポー
ト」の展開、「スマート健康ステーション」の開業など、駅のリ
アルな交流拠点としての強みを活かし、移動、地域、デジタ
ル、安全安心のサービスを結び付けることにより、お客さま
一人ひとりの「心豊かな生活」の実現をめざしていきます。

スマート健康ステーション（ハイブリッドクリニック）
　2022年4月、西国分寺駅のホーム上に、対面（リアル）での
診療と非対面（オンライン）での診療を受けられるハイブリッ
ドクリニックを開業しました。生活動線上のリアルな接点で
ある「駅」において、オンラインも活用し、くらしの合間時間に
いつもの診療が受けられるサービスを通じて、“くらし”に寄り
添うサービスを提供しています。
　今後はJR東日本グループのネットワークを組み合わせ、治
療の選択肢の少ない地方も含めて「スマート健康ステー
ション」を拡大することにより、都心の先進医療を日本各地
へ提供するなど、医療格差の課題に取り組んでいきます。

西国分寺駅「スマート健康ステーション」外観 オンライン診療

「JRE POINT」で各サービスを幅広く結び付け、多様なサービスをワンストップで提供

TRAIN SUITE 四季島 「どこかにビューーン ! 」

JRE Station カレッジ

　「JRE Station カレッジ」
は、地域の拠点である駅
をキャンパスに、 課題発掘
型のリーダー人材を育成
し、サステナブルビジネスを生み出すための学び場と
して、 2021年11月に開講しました。異業種異分野の社
会人が駅に集い、サステナブルビジネスに関する講義
やゲストスピーカーによる講演というインプットの機会
に加え、チームごとのゼミ活動というアウトプットの機
会を得ることにより、本気でビジネス創出に向けて取り
組む場となっています。現在は4期目の受講生をお迎
えしています。
　また、2023年度から、地方版「JRE Station カレッジ」
の位置付けで、新潟県三条市、長野県小海町、熊本県
（熊本空港周辺エリア）の3箇所において、地域課題を
テーマとしたビジネスの創出をめざすプログラムへの
協業を開始しました。

「モビリティ・リンケージ・プラットフォーム（MLP）」（P.80参照）
を活用したアプリの提供
JR東日本アプリ
　「JR東日本アプリ」は、列車在線位置や運行情報の提供、
「リアルタイム経路検索（電車の遅れを加味した経路検索）機
能」を他の鉄道会社と連携して提供するなど、バス、航空機、
タクシー、シェアサイクル、徒歩なども含めたお客さまへの最
適な移動の提案を進めています。また、2023年2月にリアル
タイムデータを集約・管理する、「リアルタイムデータ連携基
盤」を構築し、交通案内サービスの向上をめざしています。

Ringo Pass
　「Ringo Pass」は、「現在地から駅まで」「駅から目的地ま
で」をコンセプトに、二次交通をワンストップで提供するサー
ビスです。事前にSuicaとクレジットカードを登録することで、
1つのアプリで複数のモビリティの手配・決済が可能です。
　シェアサイクルでは「ドコモ・バイクシェア」と「HELLO 
CYCLING」の二大事業者を1つのアプリで利用できるほか、
タクシーやバスなど二次交通サービスのパートナーを拡大し
ています。

　2022年度の「モビリティ・
リンケージ・プラットフォーム」
の月間サービス利用件数は約
3,800万件でした。2027年度
に1億件まで拡大することをめ
ざし、機能・サービスの拡充や
利用者の拡大を進めていき 
ます。

JRE POINT
　グループ共通ポイントの「JRE POINT」は、JR東日本グ
ループのさまざまなサービスとお客さまをつなぐ役割を担い、
会員数は1,379万人を超え、当社グループの重要な顧客基盤
となっています。
　グループ一体となったキャンペーンにより、貯まったポイン
トのグループ内での利用を促進するなど、付与・利用サイク
ルの循環を促進するための取組みを実施し、グループ全体
の利用促進と魅力向上を実現していきます。

環境・防災・コミュニティに配慮したまちづくり
　東京を「世界に誇る先端的かつ魅力的な都市」へと更新
し、当社グループの収益基盤を確立していきます。都市の更
新にあたっては、さまざまな社会課題に向き合い、再生可能
エネルギー由来の電力の使用や環境性能の高いエネルギー
源の導入、帰宅困難者の受入れ施設の整備、タウンマネジ
メントの推進などによって、サステナブルなまちづくりを進め
ます。

駅前広場整備・周辺道路の耐震補強による 
快適で魅力あるまちづくり
　御茶ノ水駅では、線路上空に人工地盤を構築し、エレベー
タを整備するとともに、千代田区と連携し聖橋口駅前広場を
整備する工事を行っています。また、東京都及び千代田区か
ら要請を受け、上記工事に必要な神田川上の工事ヤードを
有効活用し、駅へアクセスする東西の道路橋の改修・耐震補
強工事も併せて行っています。
　2019年には御茶ノ水口側
へつながるエレベータが使用
開始されており、今後、聖橋
口駅舎及び駅前広場機能整
備工事を進めることで、さら
に快適な駅・まちづくりを進
めます。

JRE POINT ステージ
　「JRE POINT」の魅力をより向上させるため、新サービス
として、獲得ポイントや利用ポイント等に応じた特典を提供す
る「JRE POINT ステージ」をスタートします。（2023年10月
初回ステージ適用・特典提供開始）
　2期以上連続で最上位のプレミアムステージの条件を達成
した会員が優先して申し込めるクルーズトレイン「TRAIN 
SUITE 四季島」を設定するほか、プレミアム会員向けには 
「どこかにビューーン！」がお得にご利用いただけるクーポン
の提供や期間限定のポイントアップキャンペーンの実施など、
当社グループならではの多様な特典を提供します。

❸ 共生社会

　グループ理念に掲げる「すべての人の心豊かな生活を実
現」するため、私たちはさまざまな人々が分け隔てなく暮らす
ことができる理想的な社会（共生社会）をめざし、ハード・ソ
フトの両面からバリアフリーを推進しています。多くの方が利
用しやすい設備の計画的な整備に加えて、会社や地域の枠
を越えて障がいのある方との交流を図り、多様なニーズがあ
ることを前提とした多くのお客さまのお困り事の解消に向け
た相互理解を進めていきます。また、パラスポーツの支援等
を通して、地域の皆さまと共に「心のバリアフリー」を推進し
ていきます。

ホスピタリティマインドのある社員の育成
　すべてのお客さまに安心してご利用いただくための「おも
てなしの心と介助技術」の習得を目的に「サービス介助士」
の資格取得を進めています。2022年度末までに27,082名
（JR東日本社員：取得率60.5%）の社員が取得しており、培っ
たスキルとマインドを基盤としてお客さまのご案内に役立て
ています。
　また、各職場においてお身
体の不自由なお客さまへの
応対勉強会や高齢者疑似体
験会等を実施し、資格取得で
身に付けたご案内スキルの
維持向上や共生社会の実現
に向けたマインドの醸成に取
り組んでいます。 高齢者疑似体験

完成後の御茶ノ水駅前イメージ

マーケティング本部
くらしづくり・地方創生部門

尾形　美貴

JR東日本アプリでの 
「リアルタイム経路検索」
※  遅れを考慮した検索結果が表示される
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豊かな地球環境のために
気候変動による事業影響を念頭に、カーボンニュートラルの 
実現やエネルギーの安定確保を行います。 
また資源循環社会の実現をめざした取組みをリードします。

基本的な考え方
　多くのお客さまや地域と関わり合いを持つJR東日本グループ
にとって、環境問題は避けては通れない社会的課題です。そこ
で、さまざまな角度から環境問題に取り組むことで、お客さまや
地域の皆さまからの信頼を高め、当社グループの持続的な成長
につなげていきます。そして、環境への取組みを通じて、脱炭素
社会・資源循環社会の実現をめざします。

❶ カーボンニュートラル

❷ サーキュラーエコノミー

❶ カーボンニュートラル

　2020年に「ゼロカーボン・チャレンジ2050」を策定し、
2050年度の当社グループ全体のCO2排出量「実質ゼロ」を
宣言しました。また、サステナブルな社会の実現と地域や社
会への貢献に向けたエネルギー戦略として、2022年に「エネ
ルギービジョン2027～つなぐ
～」を策定しました。当社グ
ループはエネルギーの「つく
る」「送る・ためる」「使う」の
一貫したエネルギーネット
ワークを有していますが、すべ
てのフェーズで脱炭素化に向
けた取組みを着実に推進し エネルギービジョン2027～つなぐ～

2030年度までのCO2排出量及び各原単位の削減目標
項目 基準値（基準年度） 2030年度目標値 2022年度実績

総量削減
JR東日本グループのCO2排出量（万t-CO2） 265（2013年度） 133（50%削減） 226☆（14.7%削減）

鉄道事業のCO2排出量（万t-CO2） 215（2013年度） 108（50%削減） 184☆（14.4%削減）

原単位削減
列車運転用電力量（新幹線）（kWh/車両キロ） 2.31（2020年度） 2.09（9.6%削減） 2.42☆（4.4%増加）
列車運転用電力量（在来線）（kWh/車両キロ） 1.47（2020年度） 1.33（9.6%削減） 1.49☆（1.2%増加）
支社等におけるエネルギー使用量（kL/m2） 0.0354（2020年度） 0.032（9.6%削減） 0.0359☆（1.4%増加）

項目 目標値 2022年度実績
原単位削減 グループ会社各社のエネルギー使用量 毎年1%削減（5年間平均） 1.7%削減（5年間平均）

※ 表内 はグループ会社の目標。

2030年度までのエネルギー使用量削減に係るその他の目標
項目 2030年度目標値 2022年度実績

取組み内容

ホーム・コンコース照明全数LED化 累計41.5万台 累計12.7万台
大型空調設備の高効率化 累計38箇所 累計23箇所
小型空調設備の高効率化 3,300台 984台

再生可能エネルギー電源の開発 70万kW 13.6万kW

環境パフォーマンスデータの保証対象について
　本レポートP.85～95に掲載している環境パフォーマンスデータは、その信頼性を担保するため、KPMGあずさサステナビリ
ティ（株）による限定的保証を受けています。なお、保証対象となっている情報を明確にするため、保証対象とした情報につい
ては「☆」を付しています。

活力ある社会のために

乗務員による車いすを利用されるお客さまの乗降のお手伝い
　終日又は一部時間帯に駅係員が不在となる駅を車いすご
利用のお客さまが利用される際に、乗務員が携帯スロープを
用いて乗降をお手伝いする取組みを現場発意で実施してい
ます。対象エリアは宮城・福島・山形・長野エリアの一部に
加え、首都圏エリアの一部に
拡大しました。
　これからも、すべてのお客
さまに、より便利で快適な移
動とくらしを提供するために、
共生社会の実現に寄与して
いきます。

障害当事者との対話を通じたサービス品質の改善
　障がいのあるお客さまや関係する団体と連携して、鉄道設
備利用体験会や意見交換会を継続的に実施しています。交
流を通じて、多様なお客さまがより一層社会に参加できるよ
う、鉄道を安全かつ快適に安心してご利用いただける環境づ
くりに取り組んでいます。これからも当社グループと障害当事
者のお客さまが取組みやお
客さまのお困り事を共に学ぶ
ことを目的とした「障害当事
者との対話を通じた参画型」
の交流機会を増やしていくこ
とで、一人でも多くの方の社
会参加と共生社会の実現を
けん引していきます。

乗務員によるご案内イメージ（青梅線）

代表強化合宿での練習環境の提供 仙台市ボッチャ大会に協力（東北本部）

スポンサー企業代表として 
「2023ボッチャ東京カップ」に出場した 
盛岡車両センターチーム

上野駅での実証実験

ディスプレイの表示イメージ

・ ゼロカーボン・チャレンジ2050
・多様なエネルギー活用

目標

・3Rの推進目標

目の不自由なお客さま向けの 
「鉄道施設体験会」

駅の環境音を視覚化する「エキマトペ」の開発
　耳が不自由なお客さまをはじめとする駅を利用されるお客さ
まへ快適な体験を提供することで、より安全安心な鉄道利用を
実現するとともに、DE&Iへの相互理解の促進を図ることを目的
に、富士通（株）、大日本印刷（株）等と協同して駅に流れるアナ
ウンスや電車の発着などの環境音を文字や手話で表現する「エ
キマトペ」の開発を進めています。これまでに2021年9月に巣
鴨駅で、2022年6月に上野駅で実証実験を実施しました。
　なお、エキマトペの取組みは、（一社）デジタルサイネージ
コンソーシアムが主催する「デジタルサイネージアワード2023」
にて準グランプリを受賞しました。

パラスポーツ支援
　当社では、障がいの有無
に関わらず誰もが活躍できる
共生社会の実現に向けて、
ボッチャをはじめとするパラ
スポーツの普及・支援を行っ
ています。2020年8月からは
（一社）日本ボッチャ協会と
ゴールドパートナー契約を締
結し、練習環境の提供等のア
スリート支援や普及活動を
行っているほか、継続して「JR東日本グループボッチャ大会」
を開催し、グループ全体でパラスポーツを通した共生社会へ
の理解を深める取組みを進めています。また、各自治体等と
連携してパラスポーツの体験を通した地域の活性化に取り
組んでいます。

目の不自由なお客さまも 
安全にご利用できる高崎駅へ！

　私自身が視覚に障がい
を抱えており、障がいのあ
るお客さまに駅や列車をよ
り安全安心にご利用いた
だきたいという想いから、
（公社）群馬県視覚障害者福祉協会と連携し、実車を
使用した安全講習会を企画・開催しました。
　今回参加されたお客さまの声から、点字ブロックの
認知度向上や案内放送の見直し等の課題が見つかり
ました。今後も、継続的に安全講習会を開催し、誰もが
安心してご利用いただける駅になれるよう、サービス品
質の向上に努めていきます。

高崎支社　 
高崎営業統括センター

竹内　雄亮

自家用自動車 132 

航空 124 

バス 90 

鉄道 25 

JR東日本 15 

輸送量当たりのCO2排出量（旅客）（2021年度）
g-CO2 / 人キロ

ます。また、2020年1月にTCFD提言への賛同を表明していま
すが、これまでと同様に将来の気候変動による財務影響評価
結果を開示します。

0 50 100 150

資料：国土交通省 ホームページを加工して作成
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豊かな地球環境のために

スコープ別のCO2排出量

項目 スコープ1☆ スコープ2☆ スコープ3
2022年度排出量 
（単体ベース） 141万t-CO2 107万t-CO2 373万t-CO2

スコープ1： 気動車の運転や自営火力発電所の稼働などに使用したすべての燃料の燃焼に 
伴い直接的に排出されるCO2

スコープ2：電力会社から購入している電力などの使用に伴い間接的に排出されるCO2

スコープ3：当社の事業活動に関連して他社から排出されるCO2

※  スコープ1とスコープ2の合算値とCO2総排出量が一致しないのは、スコープ1、2について 
は、他会社に供給した電力分も含めているためです。

※  スコープ3排出量の内訳は、カテゴリー1が91万t-CO2☆（82万t-CO2）、カテゴリー2が207万
t-CO2☆（194万t-CO2）、カテゴリー3が47万t-CO2☆（48万t-CO2）、カテゴリー13が27万t-CO2

☆（29万t-CO2）です。（ ）内は2021年度の数値です。

●算出基準について
各カテゴリーの算定基準については、以下の通りです。
カテゴリー1： 修繕関係、システム利用等に伴い購入した製品・サービスの購入金額（単体）×

各種製品・サービスの排出原単位※1により算出
カテゴリー2： 設備投資金額（単体）×鉄道輸送部門の資本財価格当たりの排出原単位※2によ

り算出。なお、複数年にわたって建設・製造されているものは、当年度分のみ計上
カテゴリー3： 購入した燃料、電力及び熱の使用量（単体）×エネルギー種別の使用量当たり

の排出原単位※3により算出
カテゴリー13： JR東日本がオーナーとなる建物等の延床面積×建物用途別・単体面積当た

りの排出原単位※2により算出

※1  産業関連表による環境負荷原単位データブック（3EID）（2005年版）の原単位データ
（2005年当時の消費税1.05を乗じた数値）を採用しています。

※2  （2022年度）：環境省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出等の算定のための排
出原単位データベース（Ver.3.3）（2023年3月）」（排出原単位DB V3.3）の原単位データ
を採用しています。なお、カテゴリー13の算定では、複合施設の建物に適用する 原単位
は、最も使用割合が大きい用途の原単位を代表値として採用しています。 
（2021年度）：環境省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出等の算定のための排
出原単位データベース（Ver.3.2）（2022年3月）」（排出原単位DB V3.2）の原単位データ
を採用しています。なお、カテゴリー13の算定では、飲食店の建物用途別・単位面積当た
りの原単位データを一律で採用しています。

※3  （2022年度）：燃料は、IDEA（Inventory Database for Environmental Analysis）「デー
タベース（サプライチェーン温室効果ガス排出量算定用）（v2.3）（2019年12月27日）」の
原単位データを採用し、電力及び熱は排出原単位DBV3.3の原単位データを採用してい
ます。 
（2021年度）：燃料は、IDEA（Inventory Database for Environmental Analysis）「デー
タベース（サプライチェーン温室効果ガス排出量算定用）（v2.3）（2019年12月27日）」の
原単位データを採用し、電力及び熱は排出原単位DBV3.2の原単位データを 採用してい
ます。 
  

エネルギー使用量の推移
　鉄道事業に係るエネルギー使用量の推移と、その内訳を示
しています。使用量のうち、約8割が列車運転用のエネル
ギー、残りの約2割が駅や車両センター、本社・支社ビル等で
使用するエネルギーとなります。2022年度の使用量は463億
MJとなり、 2013年度に比べて54億MJの削減となりました。

●自営水力発電について
上記のエネルギー使用量は、「省エネ法」の考え方に基づき算定していますが、自営水力発電
量に対しては、9.76MJ/kWhを掛けて計算しています。「省エネ法」上の報告は、自営水力発
電量に対して、0MJで報告しています。

■本社・支社ビル等　■駅・車両センター等　
■新幹線運転用エネルギー　■在来線運転用エネルギー

鉄道事業のエネルギー使用量
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※1  電力：インプットされた電力については、自営発電所で発電し、当社内で使用した電力と、
電力会社から購入している電力の双方を含んでいます。なお、電力の詳細については、以
下のエネルギーフローマップに記載しています。

※2  燃料：天然ガス、その他燃料について、自営火力発電所で発電用に使用している燃料は 
含まれていません。

● 集計範囲について
エネルギー使用量の集計範囲は、原則としてJR東日本単体としていますが、当社が駅業務等
を委託している会社の当該業務に係るエネルギー使用量も集計範囲に含めています。一方、
グループ会社等が運営する駅構内店舗等のエネルギー使用量は、集計範囲に含めていま
せん。JR東日本の事業全体に係るエネルギー使用量は「エネルギーの使用の合理化等に関
する法律（省エネ法）」（現.「エネルギー使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関
する法律」）の輸送及び工場等の集計範囲と整合させています。

インプット

アウトプット

JR東日本の事業 グループ会社の事業

※3  スコープ別のCO2排出量：グループ全体のスコープ1排出量は152万t-CO2☆、スコープ2
排出量は127万t-CO2☆です。

※4  外部から供給している電力に起因するCO2排出量は、電力会社別の調整後排出係数によ
り算定しています。

● 算出方法について
エネルギー使用量は、「省エネ法」に定める方法で算定しています。また、外部から供給してい
る電力に起因するCO2排出量は電力会社別の調整後排出係数により算定しています。

エネルギーフローマップ☆

　当社における、エネルギーのインプットから消費までの流れを示しています。自営の発電所と電力会社から供給された電力
は、 電車の走行や駅・オフィスの照明・空調に使用しています。また、軽油や灯油等を気動車の走行や駅・オフィスの空調に
使用しています。

インプット 電力内訳 エネルギー使用量内訳

天然ガス・ 
都市ガス

自営火力発電
21.5億kWh 38%

電力 56.1億kWh 530億MJ

本社・支社ビル等  0.7億kWh（3万t-CO2）

在来線運転※  25.1億kWh（91万t-CO2）

新幹線運転  11.9億kWh（44万t-CO2）

駅車両センター等  8.5億kWh（31万t-CO2）

他会社（他社路線・他社ビル等）・ 
駅構内店舗等への供給  9.9億kWh

原油換算 6.6万kL 26億MJ

本社・支社ビル等  0.7万kL（1万t-CO2）

在来線運転※  2.3万kL（6万t-CO2）

駅車両センター等  3.6万kL（8万t-CO2）

自営水力発電
11.8億kWh 21%

購入電力
22.8億kWh 41%

化石燃料等

軽油・灯油・ 
A重油・ 
都市ガス 
など

省エネ法
（工場等）

省エネ法
（工場等）

省エネ法
（輸送）

省エネ法
（輸送）

46.2億kWh

184万t-CO2

※ BRT（バス高速輸送システム）を含む　 

JR東日本グループ全体のエネルギー使用量とCO2排出量
2022年度実績

エネルギー使用量

CO2排出量184万t-CO2☆（183万t-CO2）※3 ※4 42万t-CO2☆（41万t-CO2）※3 ※4

（　）内は2021年度

電力 46.2億kWh☆（47.0億kWh）※1

燃料 原油換算6.6万kL☆（6.9万kL）※2

電力 7.5億kWh☆（7.4億kWh）
燃料 原油換算6.2万kL☆（5.9万kL）

鉄道事業のCO2排出量

（万t-CO2）
300

200

100

0
2021202020192013

（基準年度）
2030
（目標）

2022 2050
（目標）

（年度）

215
199 194

183 184☆

108

実質
ゼロ

● 集計範囲について
CO2排出量の集計範囲は、エネルギーフロー
マップ記載のエネルギー使用量の集計範囲
と同様です。

● 算出方法について
CO2排出量については、地球温暖化対策の
推進に関する法律（温対法）に定める方法
に基づき算定していますが、外部から供給
される電力に起因するCO2排出量は、鉄道
輸送に用いる電力分も含めて電力会社別
の調整後排出係数により算定しています。
なお、 基礎排出係数を用いた場合の2022
年度のCO2排出量は187万t-CO2☆（前年度
比1万t-CO2増）となります。
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つくる

自営発電所
　自営の火力発電所（神奈川県川崎市）は総出力80.9万kW
であり、燃料には天然ガス及び都市ガスを使用しています。今
後もCO2排出量削減に向けて、発電設備の高効率化を推進す
るとともに、水素発電やCCUS技術の活用を検討していきます。
　自営の水力発電所（新潟県十日町市・小千谷市）は総出力
44.9万kWであり、CO2が発生しないクリーンなエネルギー電
源として当社の鉄道輸送を支えています。また、魚道の整備
やサケの稚魚放流活動などを通じ、河川環境との調和や地
域との共生をめざしています。

水素エネルギーの利活用
　2022年3月から、水素を燃料とする水素ハイブリッド電車
（愛称：HYBARI）の実証試験を鶴見線及び南武線で開始し
ました。今後は、実証試験の状況を踏まえ、将来の社会実装
を推進していきます。
　また2022年5月に、ENEOS（株）と鉄道の脱炭素化に向け
たCO2フリー水素利用拡大について、共同検討を行うための
連携協定を締結しています。ここでは、「HYBARI」をはじめ、
多様なFCモビリティや駅周辺施設へCO2フリー水素を供給
する、総合水素ステーションの検討を行っています。今後も
エネルギーの多様化に取り組み、水素社会の実現と需要拡
大に向け、当社が持つ駅や鉄道沿線のリソースをベースに、
さまざまな取組みを推進していきます。

所有ビルのオフィス使用電力の実質再生可能エネルギー化
　脱炭素社会の実現に向けたオフィステナントニーズの高ま
りを受け、2023年度から所有ビルのオフィス使用電力につい
て実質再生可能エネルギー由来へ切替えを行っています。導
入される14棟の物件のCO2削減総量は、年間約18,000トン
を見込んでいます。

自営火力発電所の発電効率・CO2排出係数の推移

（%） （kg-CO2/kWh）
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■発電効率（左軸）　■CO2排出係数（右軸）

● 算出方法について
自営火力発電所のCO2排出係数については、地球温暖化対策の推進に関する法律 
（温対法）、 発電効率については、省エネ法に定める方法に基づいています。

● 自営電力全体（火力発電及び水力発電）のCO2排出係数
2022年度の調整後排出係数は0.288（kg-CO2/kWh）でした。

50.0

送る・ためる

超電導フライホイール蓄電システム
　電車のブレーキ時に発生する回生電力エネルギーを有効
に活用するため、蓄電媒体の導入を行っており、その一つと
して超電導技術を活用したフライホイール蓄電システムの開
発に取り組んでいます。そして、中央本線穴山変電所に試験
設備が完成し、2022年6月から世界初の鉄道用超電導フラ
イホイール蓄電システムの実証試験を開始しました。
　超電導技術の採用により、軸受を非接触とすることで、
メンテナンスの向上を図っています。また、充放電の繰り返
しによって性能が劣化せず、有害物質を含まない構造のた
め、環境にやさしい特徴があります。
　実証試験を通じて、システムの充放電特性及びシステム
の有効性の検証を行い、将来の実装をめざします。

超電導フライホイール蓄電システム

水素ハイブリッド電車　FV-E991系（HYBARI）

使う

福島市内への燃料電池バス導入

　ジェイアールバス東北では、2023年4月から福島市と川
俣町を結ぶ路線で、水素を活用した燃料電池バスの運行
を開始しました。既に全国で見られる車両ですが、勾配が
連続する区間の運用実績や、寒冷地での導入事例が乏し
いことから、メーカーのご協力のもと現地での試走を実施
したり、先行導入事業者へヒアリングしたりするなど、課
題を一つずつクリアしながら準備を進めました。沿線では
ひときわ目立つ存在となっており、お客さまの路線バスに
対する注目度も高まっています。今回の燃料電池バスの
導入を通じて、JR東日本グループの環境への取組みにつ
いて、広くPRできるのではないかと期待しています。

ジェイアールバス東北（株）

佐藤　智輝

TCFD提言への取組み
　パリ協定採択以降、世界の国や政府は「脱炭素」へと大きく舵を切り、企業においては、気候変動がもたらすリスク等に 
対する財務影響把握と情報開示が求められています。JR東日本では、2020年1月にTCFD提言への賛同を表明するとともに、
激甚化する気象災害と隣り合わせである輸送サービス事業について、客観的なデータに基づくシナリオを用いた、将来の 
気候変動による財務影響の定量評価に取り組んでいます。

戦略の詳細
（1）リスク及び機会の認識
　当社では、気候変動に伴うリスク・機会には、地球温暖化により生じる気象災害の激甚化等の「物理的」なものと、気候変動
の緩和を目的とした規制の強化や技術の進展といった社会環境の「移行」に起因するものがあるとの認識のもと、主な気候変
動リスク・機会として以下の項目を特定しています。

主なリスク・機会 事業への影響度※2 発現・実現時期※3

物理的リスク
風水災等による鉄道施設・設備の損害及び運休の発生 大 短期
気象現象の極端化（豪雨、暑熱）による旅客数の減少 小 長期

移行リスク
カーボンプライス制度の導入・強化によるコストの増加 未評価 中期
電気自動車など、他の交通手段との競合による旅客数の減少 大 長期
観光資源の毀損・変化による旅客数の減少 未評価 長期

※2  事業への影響度の尺度：収益・費用が5億円以上の財務影響を及ぼす事象を「大」と評価。
※3 発現・実現時期の尺度：短期：～1年以内、中期：1年超5年以内、長期：5年超

TCFD提言に基づく情報開示の全体概要※1

提言 JR東日本の取組み

ガバナンス

マネジメント体制として、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ戦略委員会」を設置、主に気候変
動に関する目標の設定や進捗、リスク・機会等に関する監督と意思決定を行っています。委員は副社長・常
務取締役等で構成されており、社外取締役も出席しています。サステナビリティ戦略委員会は年2回開催して
いるほか、「ゼロカーボンWG」及び「水素WG」では、CO2排出量削減状況や水素利活用について報告・討議
を行っています。
推進体制図については、P.62参照

戦略

グループ経営ビジョン「変革2027」において、ESG経営の実践を掲げ、地球温暖化防止・エネルギーの多様
化を指針としています。これらを実現するため、気候変動が事業活動に及ぼす重要なリスク・機会を特定、評
価し、事業戦略の妥当性を検証しています。本開示においては、自然災害に係る物理的リスクを重要なリスク
と特定し、国から公表されているハザード情報等を用いた精緻な手法でシナリオ分析を実施しています。

リスク管理

リスク管理の枠組みの中で、気候変動の影響を受けるリスクを各部門において把握し、具体的な回避・低減
策を講じています。気候変動の緩和に関しては、半年に1回以上、各事業に係るエネルギー使用量、CO2排出
量、フロン漏洩量、財務状況などを取りまとめ、詳細な分析を実施するとともに、法令改正などの重要な外部
環境の変化を踏まえて、リスクの洗い出し・特定・評価を行っています。気候変動への適応に関しては、急性・
慢性の気象災害について、輸送サービス事業における物理的リスクの低減に向け、取組みを強化、推進して
います。

指標と目標

「ゼロカーボン・チャレンジ2050」を当社グループ全体の目標に掲げ、2030年度までにCO2排出量50%削減
（2013年度比）、2050年度はCO2排出量「実質ゼロ」を目標に設定。これらの進捗状況を定期的に管理する
とともに、脱炭素社会の実現に向けた貢献をより確かなものにするため、グループ全体で取組みを推進して
います。目標の進捗及びスコープについては、P.85～87参照

※1 TCFD提言に基づく情報開示の詳細につきましては右のURLをご参照ください。 https://www.jreast.co.jp/eco/pdf/taskforce.pdf
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（2）シナリオ分析（物理的リスク）の詳細
　分析のベースラインとして将来の人口動態に基づく旅客収入の推計を行うとともに、輸送サービス事業を対象としたシナリ
オ分析を実施しています。
　輸送サービス事業においては、少子高齢化や人口減少による将来の旅客数の減少が見込まれており、特に地方での影響が
著しいと予測されています。これらの要因による財務影響を把握し、事業戦略の妥当性を検証するため、2050年をターゲット
とした以下のようなシナリオ分析を実施しています。

シナリオ分析手法（概要）

① 当社事業エリアの人口動態予測等に 
基づく将来旅客収入推移の試算 ＋ ② 気象災害の激甚化に伴う 

財務影響の試算 ＝ ③ 財務影響額

① 当社事業エリアの人口動態予測等に基づく旅客収入推移の試算
　気候変動研究において分野横断的に用いられるシナリオである日本版SSP※4の人口、GDP※5等のデータをもとに、2050年
までの旅客収入の推移を試算しました（グラフ①）。なお、2022年度からの変更点として、日本版SSP別人口シナリオの第2版
（2021年7月公表）を新たに使用しているほか、鉄道運輸収入におけるコロナ収束後の回復水準に関する見通しを更新してい
ます。
　当社がめざす持続的発展社会（SSP1）と、その対極に位置付けられる地域分断社会（SSP3）では、2050年の人口推計にお
いて約11%の差が生じ、旅客収入推計では約3,800億円の差が生じる結果となりました（グラフ②）。

社会経済シナリオ（SSP）による将来の様相
シナリオ 国内の様相 出生率 死亡率

SSP1
（2℃） 持続的発展社会：再エネ・環境技術進展、市街地集中、コンパクト+ネットワーク 高 中

SSP2
（中間） 中間的：現状維持、傾向継続 中 中

SSP3
（4℃） 地域分断社会：人口の一律減少、地方の過疎化 低 中

日本版SSP市町村別人口推計とGDP等のデータをもとに 
当社事業エリアの将来人口を推計

当社事業エリアの将来人口推計結果をもとに 
将来のSSP別旅客収入を推計

グラフ①：シナリオ別当社事業エリアの人口推計
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グラフ②：シナリオ別旅客収入推移
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※4 SSP （Shared Socioeconomic Pathways）：社会経済シナリオ
※5  人口推計データは国立研究開発法人国立環境研究所「日本版SSP市区町村別人口推計」、GDPデータはIIASA（国際応用システム分析研究所） 
“Global dataset of gridded population and GDP scenarios”を使用

② 気象災害の激甚化に伴う財務影響の試算
　当社の主要な鉄道資産、及び旅客収入の大きい路線は、
大部分が首都圏とその周辺に集中していることから、このエ
リアで広範囲に災害が発生した場合には財務影響が大きく
なることが想定されます。
　これを踏まえ、具体的に想定される災害事象として、関東を
流れる一級河川の氾濫（計画規模降雨による）により発生す
る洪水シナリオを設定し、主要路線の資産額、旅客収入推移
等の社内情報と、国から公表されている浸水想定区域図等の
外部情報を用いて、財務影響の定量評価を進めています。

定量評価の手順は以下の通りです。
Step1．ベースラインの評価
　評価対象として選定した河川のそれぞれについて、計画規
模降雨による氾濫が発生した場合に想定される、罹災に伴う
計画運休や復旧に要する期間に応じた旅客収入の逸失、及
び駅や線路などの鉄道資産の復旧費用について、財務影響
を定量評価しています。
Step2．気候変動による影響の評価
　ベースラインの評価結果をもとに、気候変動シナリオ別の
洪水発生確率の将来変化※6を踏まえることで、2050年まで
の気候変動による財務影響を試算しています。

Step3．浸水対策による効果の検証
　JR東日本では、計画規模降雨を想定し、運行への影響が
大きいと考えられる電気設備のかさ上げや建屋開口部への
止水板の設置などのほか、車両疎開判断支援システム及び
車両疎開マニュアルの整備（P.72「浸水に関する取組み」参
照）を行い、ハード・ソフトの両面から、設備の重要度に応じ
た自然災害対策を進めています。これらの対策の効果を検
証することを目的として、対策の有無のそれぞれの場合につ
いて気候変動による財務影響を試算することで、対策の実施
による損失削減効果を検証しています。

　まず、「JR東日本グループレポート2022」で評価結果を示
した荒川、利根川、江戸川、多摩川の4河川の氾濫について、
評価に利用する資産データ等の見直し、精緻化を行いまし
た。評価結果の傾向に大きな変化はなく、気候変動による財
務影響は、RCP※72.6（2℃上昇）シナリオに比べ、RCP8.5
（4℃上昇）において2050年時点でやや大きくなることが、 各
河川に共通しているとわかります。最も財務影響の大きい荒
川の氾濫において、2021～2050年の累計（浸水対策なし）
でおよそ338億円の損失増加が想定される一方、浸水対策に
よりおよそ199億円の損失削減効果があること、特に車両疎
開による損失削減効果が大きいことが確認できました。
※6 Yukiko Hirabayashi et al. (2013) Global flood risk under climate change. Nature
※7 RCP（Representative Concentration Pathways）：代表濃度経路シナリオ

荒川、利根川、江戸川、多摩川の各氾濫に関する財務影響試算結果 
（グループレポート2022における試算結果の更新値）

荒川 利根川 江戸川 多摩川

気候変動 
シナリオ

浸水対策 
（ハード・ソフト）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

RCP2.6 
（2℃上昇）

対策なし 23 338 2 31 4 61 3 51

対策あり 9 139 2 29 1 21 2 37

対策による 
損失削減効果

▲13 ▲199 0 ▲2 ▲3 ▲40 ▲1 ▲14

RCP8.5 
（4℃上昇）

対策なし 23 344 2 33 5 70 4 61

対策あり 10 148 2 31 2 24 3 44

対策による 
損失削減効果

▲13 ▲195 0 ▲2 ▲3 ▲46 ▲1 ▲17

表内「0」とあるのは、損失増加額が些少（5千万円未満）であることを示す。
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　次いで、関東の一級河川として、新たに渡良瀬川、鬼怒川、那珂川、鶴見川、相模川の5河川についても、同様に財務影響の
評価を行いました。その結果、 気候変動による財務影響は、RCP2.6（2℃上昇）シナリオに比べ、RCP8.5（4℃上昇）において
2050年時点でやや大きくなる傾向が共通して確認できました。一方、今回評価した5河川の氾濫では、車両基地の浸水が想
定されないことなどの理由から、上述の4河川と比較して、財務影響の額は総じて小さいことがわかりました。
　当社では、こうした気候変動による財務影響の評価結果を踏まえ、影響の大きい氾濫域を中心に、上述したハード・ソフト
の両面から、設備の重要度に応じた自然災害対策を引き続き行っていきます。

渡良瀬川、鬼怒川、那珂川、鶴見川、相模川の各氾濫に関する財務影響試算結果（新規評価）

渡良瀬川 鬼怒川 那珂川 鶴見川 相撲川

気候変動 
シナリオ

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

財務影響（損失）増加額 
（億円）

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

2050年 
単年

2021～2050年 
累計

RCP2.6 
（2℃上昇）

0.3 4.7 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 4.6 0.1 0.9 

RCP8.5 
（4℃上昇）

0.4 5.3 0.0 0.1 0.0 0.3 0.5 7.6 0.1 1.0 

表内「0.0」とあるのは、損失増加額が些少（5百万円未満）であることを示す。

※8  氾濫想定河川の計画規模降雨による浸水想定区域図（黄～赤）、及び当社の 
営業路線（青：新幹線、緑：在来線）

❷ サーキュラーエコノミー

　列車や駅から毎日排出される一般廃棄
物や総合車両センターからの産業廃棄物、
車両洗浄による排水、また、生活サービス事
業における飲食業の生ゴミや小売業の一般
廃棄物など、JR東日本グループの事業活動
による環境負荷は多岐にわたります。
　当社では、廃棄物の削減、リサイクルの
向上など、3R（リデュース、リユース、リサイ
クル）の取組みをはじめとし、生物多様性
を目的とした「ふるさとの森づくり」や鉄道
林整備により排出される木材の有効活用
など、グループ全体でサーキュラーエコノ
ミーへの移行をめざし、取組みを進めてい
きます。

グループ全体の廃棄物排出量・リサイクル量・リサイクル率（2022年度実績） （  ）内は2021年度

2030年度までの資源循環目標
項目 2030年度目標（%） 2022年度実績（%）

リサイクル率向上 
（単年度）

駅・列車ゴミのリサイクル率 94 91

駅・列車ゴミにおけるペットボトルのリサイクル率 100 97

総合車両センター等で発生する廃棄物のリサイクル率 96 93

設備工事で発生する廃棄物のリサイクル率 96 91

原単位削減 
（2020年度基準）

BtoCで提供する

ワンウェイプラスチックの削減 25 80

ワンウェイプラスチック容器包装等を再生可能素材へ切替え 60 3

食品廃棄物最終処分量の削減 50 45

原単位削減 
（2013年度基準）

廃棄物（一廃・産廃）の削減割合 
及びリサイクル率※1

削減割合※2 32 47

リサイクル率※2 73 79

JR東日本の廃棄物排出量・リサイクル量・リサイクル率※1 グループ会社の廃棄物排出量・リサイクル量・リサイクル率※1

一般廃棄物排出量
オフィス 2,360t（1,981t）
駅・列車 17,043t（17,316t） 
総合車両センター等 378t（432t）
きっぷ 159t（107t）
その他現業区※2 814t（876t）
発電所 10t（12t）
合計 20,763t☆（20,724t）

産業廃棄物排出量
設備工事※3 331,740t（300,236t）
総合車両センター等 20,270t（23,128t）
医療系 235t（235t）
その他現業区※2 1,210t（1,033t）
IC乗車券等 57t（53t）
発電所 467t（406t）
合計 353,979t☆（325,091t）

プラスチック廃棄物量
駅・列車・ 
総合車両センター等 4,226t（4,066t）

一般廃棄物排出量
運輸事業 1,230t（1,236t）
流通・サービス事業 12,986t（11,873t）
不動産・ホテル事業 39,045t（37,753t）
その他 43t（50t）
合計 53,303t☆（50,912t）

産業廃棄物排出量
運輸事業 12,676t（7,271t）
流通・サービス事業 7,510t（7,528t）
不動産・ホテル事業 29,224t（13,628t）
その他 994t（513t）
合計 50,404t☆（28,941t）

※1 廃棄物には「有価物」を含みます。
※2 その他現業区：設備のメンテナンス等を行う技術センターや乗務員区所等です。
※3  設備工事：法律上は工事の請負会社が排出事業者となる工事廃棄物も産業廃棄物に含ん
で把握しています。

清掃工場等で処理される一般廃棄物や、中間処理として焼却される産業廃棄物
の中で、 サーマルリサイクル※されている場合は、リサイクルとして扱っています。
※  サーマルリサイクル：廃棄物を燃やしたときの排熱を回収して蒸気や温水をつくり、 
発電や給湯等に利用するリサイクル手法のこと

一般廃棄物排出量 53,303t☆一般廃棄物排出量 20,763t☆

産業廃棄物排出量 50,404t☆産業廃棄物排出量 353,979t☆

リサイクル率☆

65%
リサイクル量 34,668t☆

リサイクル率☆

88%
リサイクル量 18,275t☆

リサイクル率☆

93%
リサイクル量 46,801t☆ 

リサイクル率☆

91%
リサイクル量 322,575t☆ 

リサイクル率 84%

表内■はグループ会社の目標
※1 海外グループ会社除く
※2 廃棄物の排出事業者となっていない会社は除く

フードドライブによる食品廃棄の削減

リユース・リデュース 集める・分ける

JR東日本東京資源循環センター（分別作業）

リサイクル

新聞・雑誌から再生された事務用用紙

RECYCLING 
PLANT

利用 加工収集

製造 加工利用

循環型社会（サーキュラーエコノミー）でめざす資源の流れ 原料

渡良瀬川※8 鬼怒川※8

那珂川※8 鶴見川※8

相模川※8

SBT認定に向けた取組み
　当社グループは、パリ協定が定める目標に科学的に整合する温室
効果ガスの排出削減目標「Science Based Targets（サイエンス・ベー
スド・ターゲット）」（SBT）取得に向けてコミットしました。今後当社グ
ループとして、科学的根拠に基づいた温室効果ガス削減目標の見直し
を行い、SBT認定取得へ取り組んでいきます。
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グループ全体の水使用量・OA用紙使用量
JR東日本の使用量

水使用量※1

2022年度 2021年度 2020年度

1,110万m3☆ 1,019万m3※2 946万m3

JR東日本の使用量

OA用紙使用量
項目 2022年度 2021年度 2020年度

使用量 736t 732t 1,016t

うち再生紙 94% 94% 95%

グループ会社の使用量

水使用量※1

2022年度 2021年度 2020年度

801万m3☆ 704万m3 677万m3

グループ会社の使用量

OA用紙使用量
項目 2022年度 2021年度 2020年度

使用量 787t 787t 914t

うち再生紙 85% 85% 85%

　事業活動では、上水、工業用水、地下水のほか、中水※3の利用を積極的に進めており、雨水や手洗い水をトイレの洗浄水と
して再利用しています。具体的には、車両センターでは、車体洗浄で工業用水を利用しているほか、駅のトイレや事務所等で上
水、雨水、地下水・中水等を利用し、排水しています。JR東日本では、法令や条例、自治体との協定に基づき、水質管理を適
切に行っており、水資源の節約にも取り組んでいきます。
※1 水使用量は、上水、工業用水及び地下水使用量の合計値です。
※2 2021年度水使用量訂正　誤：963万m3→正：1,019万m3　計上漏れ56万m3

※3 上水と下水の中間に位置付けられる水の用途。水をリサイクルして限定した用途に利用するもの

駅・列車・総合車両センター・設備工事からの廃棄物の推移
（万t） （%）

駅・列車で発生するゴミの回収と再生
　駅や列車から排出される資源ゴミは、JR東日本東京資源
循環センター（事業運営：（株）JR東日本環境アクセス）等で
人・機械によって徹底した分別を実施することにより、リサイ
クル率向上の取組みを進めています。また、雑誌・新聞紙等
は事務用紙等へ再生、使用済のきっぷはトイレットペーパー
等へ、使用済のSuicaは固形燃料であるRPFへ100%リサイ
クルしています。

100 100.0

80 90.0

60 80.0

40 70.0

20 60.0

0 0
2013 20182017 2019 2021 20222020 （年度）

リサイクル量（左軸）　 処分量（左軸）　 リサイクル率（右軸）

メタン発酵残渣の肥料への活用
　（株）Jバイオフードリサイクル横浜工場では、JR東日本グ
ループや市中等から排出される食品廃棄物を微生物により
発酵させ、発生するメタンガスを燃料として発電しています。
従来焼却処理等を行っていた発酵残渣について、2022年9
月に肥料登録を行い、農業利用を開始しました。具体的に
は、発酵残渣肥料を農業事業者が使用して農作物を生産、
その農作物を排出事業者で利用し、発生した食品廃棄物を
再度リサイクルすることで、発酵残渣肥料の農業利用による
資源循環が実現できます。今後もJR東日本グループでの資
源循環の取組みを推進していきます。

リサイクルステーションと新たなトラッシュボックスの設置
　駅における資源物の回収に向けて、新たな回収方法の実証
実験を開始しています。今までは駅で捨てられる廃棄物の中
には、分けることで資源として回収できる、雑誌・新聞、缶・瓶、
ペットボトルがありました。今回新たに廃プラスチックに着目
し、廃プラスチックを回収できるリサイクルステーション（東京・
大崎・川崎の3駅）を設置のうえ、分別状況等を検証中です。
あわせて、大崎駅においては、自動販売機横にあるトラッシュ
ボックスも新たなデザインを採用し、資源の回収率向上をめざ
しています。引き続き実証実験に取り組み、さらなる資源循環
を進めていきます。

Jバイオフードフードリサイクル　農業ループ（イメージ）

新たに設置したリサイクルステーション（東京駅）

リサイクルステーションの設置

　列車から回収・分別した一部の廃プラスチックは、純
度80%まで分別することでケミカルリサイクルによる水
素化を実施しています。しかし、駅における従来のゴミ
箱で回収する廃プラスチックは、純度31%と分別率に
課題がありました。こうした観点から、廃プラスチック
も含めたリサイクルの高度化、廃棄物回収動線短縮に
よるコスト削減、家庭ゴミ持込みへのけん制の3点を検
証の軸として、リサイクルステーションの設置を始めま
した。その結果、新設した廃プラスチック回収ボックス
の各駅平均分別率は73%となり、川崎駅で回収した 
廃プラスチックから水素化と水素ハイブリッド電車
「HYBARI」への一部活用が実現しました。また、新設し
たペットボトル回収ボックスによりボトルtoボトル水平
リサイクルの拡大にもつながりました。
　本取組みは、駅の理解や回収作業調整など関係者の皆
さまの協力と駅をご利用するお客さまの分別の理解・協力
により実現しました。
　一方で、まだ課題もある
ため、駅構内の配置や利用
状況を分析することで、さら
なる分別率向上と、廃棄物
から鉄道を動かすエネル
ギーへのリサイクルループ
構築をめざします。

（株）JR東日本環境アクセス

米山　森彦

生物多様性の取組み
　陸の豊かさを守るために、土地固有の樹木を植えて森を再
生する活動「ふるさとの森づくり」を2004年度から継続して実
施しています。2022年は10月に「四万ふるさとの森づくり」イ
ベントを開催し300名が参加、2,500本を植樹しました。これ
までにエリア内の4箇所で合計約17万本を植樹しています。

　また、海の豊かさを守る取組みとして、ウォーターズ竹芝に
隣接する竹芝干潟において、東京湾江戸前の環境再生と学
習の場づくりのために活動しています。
　2022年度は干潟オープンデイを毎月開催、海の生物にま
つわるワークショップでウニランプやXmasシェルリースづく
りを体験、ハゼ釣り体験や干
潟を活用した防災アウトドア
講座等を開催し、多くの方に
干潟を通じた生物多様性を
体験していただきました。（計
24回・約840名が参加）

その他の取組み
化学物質管理
オゾン層破壊物質削減・代替
　「オゾン層保護法」に基づき、特定物質とされている物質に
ついて、削減や代替に努めています。「フロン排出抑制法」に
基づく2022年度の漏洩量は、約0.4万t-CO2☆でした。

化学物質の管理状況と削減
　当社では、PRTR制度※に基づき、特定化学物質を一定量
以上取り扱う事業者として、2022年度は11箇所の事業所が
関係自治体に排出量と移動量を届け出ています。
　また、生態系への影響も考慮し、塗装が不要なステンレス
車両の導入等、使用する化学物質の削減や代替にも取り
組んでいます。
※  PRTR制度：有害な化学物質の環境への排出量の把握・管理を促進し、環境への影響を
未然に防止することを目的とする「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の
改善の促進に関する法律（PRTR法）」で義務付けられた化学物質の排出量等の届出制度

干潟オープンデイ

2022年度「ふるさとの森づくり」の様子 成長した安達太良の様子（植樹後19年経過）

食品工場、飲食店、小売業者など
排出事業者（JR東日本含む）

肥料

農家
食品廃棄物

Jバイオ

農作物

リサイクルステーションの分別率

従来ゴミ箱 
（その他ゴミ回収BOX）

リサイクルステーション
（プラスチック回収BOX）

廃プラ
31%

廃プラ
73%

分別率
向上

可燃
23%

可燃
57%

その他
12%

その他
4%混入率

減少

46.7

2.3
49

95

65.1

4.3
69

94

50.9

3.1
54

94

46.5

3.3
50

93

31.8

2.2
34

94

33.8

3.2
37

91

36.8

6.4
43

85
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JR東日本グループの価値創造 事業戦略 成長の基盤となる戦略 サステナビリティ データ

豊かな地球環境のために



新たな技術とサービスを社会のために（イノベーション）

BRT自動運転レベル4実現と自動運転区間の延伸
　少子化・高齢化による地方のドライバー不足が課題となる
中、公共交通を持続的に運営していくための手段として、自
動運転の実証実験に2018年度から取り組んできました。
　2022年12月に、気仙沼線BRT柳津～陸前横山間でレベ
ル2での自動運転実用化を開始しました。今後、自動運転バ
スの安全性・信頼性をさらに
高めて、レベル4に引き上げ
ていくことをめざすとともに、
自動運転区間を陸前横山 
から志津川方の専用道端
（水尻川AP）まで延伸します。

基本的な考え方
　オープンイノベーションで外部技術を積極的に活用し、DXを推進することで、
お客さまへ新しいサービスや新しい暮らしを提案します。また、それらを通じて得
られた知見やノウハウを活かし、事業運営のソリューションを社外に提供するこ
とで、ソーシャルイノベーションの実現に寄与していきます。
　さらに、モビリティと生活ソリューションの各分野で培った技術・ノウハウを活用
し、グループの総合力で世界を舞台に豊かなライフスタイルの提供をめざします。
※ DX・知的財産戦略については、P.60～61参照

❶ 技術革新

❷ 新領域

❶ 技術革新

　「技術革新中長期ビジョン」に掲げた「安全・安心」「サー
ビス＆マーケティング」「オペレーション＆メンテナンス」「エネ
ルギー・環境」の4分野において、IoTやビッグデータ、AIなど
を活用して、新しい価値を生み出すために時代を先取りした
技術革新をめざしていきます。

WaaS共創コンソーシアム、オープンイノベーションの推進
　2017年に、オープンイノベーション
によりモビリティを変革する場として
「モビリティ変革コンソーシアム」を
設立し、5年間にわたって最大160
社を超える企業・団体にご参加いた
だきながら、さまざまな実証実験、実
装を行ってきました。2023年4月に
は、その知見・ノウハウを活かし、移
動×空間価値の向上をめざす場とし
て「WaaS共創コンソーシアム」を新
たに設立しました。オープンイノベーションを通じ、当社単独
では難しいより広範な領域における社会課題の解決、ウェル
ビーイングな社会の実現に取り組みます。

次世代新幹線の開発
　試験プラットフォームとしての車両「ALFA-X」は、2019年5
月から東北新幹線の仙台～新青森間を中心に走行試験を実
施しており、安全性・安定性や快適性、環境性能、メンテナン
ス性の向上を目的とした各開発品の性能を確認してきまし
た。2022年度は、主に営業列車の走行する時間帯で各種開
発品の耐久性の確認等を目的とした走行試験を行いました。

❷ 新領域

　新技術・DXへ積極的に取り組み、国内既存ビジネスの枠
組みを超えてチャレンジすることにより、新たなサービスを創
出し、早期に社会実装を実現することをめざしています。オー
プンイノベーションで、外部技術を積極的に活用し、新しい
サービスや、新しい暮らしを提案するとともに、それらを通じ
て得られた知見やノウハウを活かし、事業運営のソリュー
ションを社外に提供していきます。

ALFA-X

BRT専用大型自動運転バス

GNSS無線踏切制御システム
　ローカル線への展開をめざし、人工衛星測位技術を用い
て列車の位置を把握し、携帯回線を活用して車上と地上間の
データ伝送を行うことで、踏切警報と列車の速度を制御する
「GNSS無線踏切制御システム」の開発に取り組んでいます。
　これまで踏切警報制御機能の開発と試験を行ってきました
が、今後はさらなる地上設備の簡素化をめざしてATS（自動
列車停止装置）の無線化の開発と試験を進めていきます。
　このシステムにより、安全性の向上を図るとともに踏切設
備や情報伝送用のケーブルなどがスリム化され、設備のメン
テナンス費用の削減などの効果が期待できます。

中央装置
携帯無線通信網 
（4G/LTE）

駅装置

踏切警報機・しゃ断機

踏切装置

無線伝送

無
線
伝
送

システム人財育成プログラム（愛称：JEIS大学）

　当社では2022年度に「システム人財育成プログラ
ム」を新設し、基幹系システムに関する開発・運営の中
核となる人材の育成に取り組んでいます。
　私は本プログラムに応募し、現在は「えきねっと」の
開発・運営業務に携わっています。これまでは、いち
ユーザーとして利用するだけでしたが、実際の開発で
は、プロセスに基づき、過去のトラブル等を教訓としな
がら、しっかりとしたシステムを丁寧につくり上げ、維持
しているのだとわかりました。業務とシステムの両方が
わかる人材として、お客さまがあらゆる生活シーンで最
適なサービスをご利用いただけるよう、システムの面か
ら貢献していきます。

Virtual AKIBA Worldがめざす 
「リアルとバーチャルの融合」

　「Virtual AKIBA World」は、秋葉原の駅と街をバー
チャル上に再現した、当社オリジナルのメタバース空間
で、2022年3月に開業しました。駅を“つながる”暮らし
のプラットフォームとして、ビジネスの創発拠点へと 
変革することを掲げた「Beyond Stations構想」のもと、
リアルの駅や車両と連動した「リアルとバーチャルの 
融合」による新たな事業展開をめざしています。
　これまで、鉄道開業150年を記念した1号機関車の
バーチャル上での再現をはじめ、当社既存事業との連
携や外部企業との共創により、リアルとバーチャルの
両方で新たなサービスを展開しています。
　今後もリアルな資産やサービスとXR技術を掛け合
わせて、既存事業とのシナジー創出や新たな価値創造
に取り組んでいきます。

＜JEIS大学1期生＞ 
イノベーション戦略本部（JEIS出向）

石井　たか子（前職：田端駅）

（株）JR東日本クロスステーション　 
統括本部

村上　令（前職：マーケティング本部）

スタートアップ企業との事業共創
　JR東日本スタートアップ（株）によるスタートアップ企業と
の協業を通じてオープンイノベーションを加速し、 JR東日本
グループの価値向上を図っています。協業にあたっては、ス
タートアップ企業との実証実験を経て、事業シナジーや社会
価値創造、企業としての将来性等を総合的に勘案したうえで
資本業務提携を行っています。さらに事業の加速が見込める
場合はジョイントベンチャー設立等により、新規事業の定着
と深度化を進めています。

クロスボーダーM&Aにより国際事業を新たなフェーズへ
　当社はシンガポールを中心に軌道工事・保守事業を展開
しているGATES PCM CONSTRUCTION LTD.（Gates社）の 
株式を取得し、当社グループ会社の一員としました。今後、 
当社及びGates社が持つ技術力を合わせ、シンガポールや
その周辺地域での鉄道関連プロジェクトへ事業を展開してい
きます。

すべての事業で新技術・DXへ積極的に取り組み、また既存ビジネスの枠組みを超えてチャレンジ 

することにより、新たなサービスの創出と早期社会実装を実現します。

・  外部技術の活用とDXを通じた絶えざる 
技術革新で事業運営のソリューションの 
提供とソーシャルイノベーションを実現
・  デジタル人材の育成、活躍

・  新サービスの提供、新しい暮らしの提案

目標

目標

WaaS共創コンソーシアムの 
取組みイメージ

現場社員のDXを活用した業務改善

　当社では最新のIT技術
を活用して、駅業務の効率
化を実現する取組みを推進
しています。浦和駅では、社
内で展開されているロー
コードツールを活用し、駅ポスター掲出管理業務を支
援するアプリを自前で作成しました。アプリの作成にあ
たっては操作やメンテナンスのしやすさを考慮しつつ、
試行錯誤を繰り返しながら進めていくことで、業務課題
の提示から約1か月という早さでアプリが完成しました。
現在では、当社管内の50駅以上に水平展開され、駅
業務の効率化に大きく貢献しています。今後も職場で
抱える業務課題を解決するさまざまなアプリを作成し、
駅業務効率化やサービス品質の向上などさらなる業務
改革につなげていきます。

大宮支社 
浦和東営業統括センター

河合　彬
天野　遼太
（現職：大宮車掌区）

現場で作成されたアプリの一例
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新たな技術とサービスを 
社会のために（イノベーション）



すべてのグループ社員が生き生きと活躍するために 
（エンゲージメント）
グループ社員一人ひとりが多様性を活かし、やりがいをもって能力を発揮できる企業にします。

基本的な考え方
　グループで働く社員等が有する職歴・年齢・ジェンダーなど
の属性、知識及び技能を反映した多様な視点や価値観の違い
が強みであると認識したうえで、社員等の活躍フィールドの拡
大等を通じ、多様な人材がその能力を最大限発揮できる企業グ
ループをめざしています。社員が持つ能力を最大限発揮するに
は、社員一人ひとりが心身ともに健やかであることがベースと
なります。社員の健康推進を進めるとともに、事故のない安全
で快適な職場環境を整備していきます。
※人材戦略については、P.58～59参照

❶ DE＆Iの推進 ❸ 健康経営の推進

❷ 人材育成 ❹ 労働安全

・多様な人材の活躍 
・柔軟な働き方の実現

・社員の健康推進

・ イノベーションマインド
の醸成と多様なキャリ
ア形成
・ 活躍フィールドの拡大

・ 事故のない安全な 
職場

目標 目標

目標 目標

❶ DE＆Iの推進

　当社グループを利用されるお客さまはさまざまです。その
ため、サービス提供においてダイバーシティの観点が常に求
められます。また、当社グループは、駅、乗務員、メンテナン
スや、生活ソリューションの流通・サービス、不動産・ホテル、
IT・Suicaなど幅広い仕事の集合体であり、まさにダイバーシ
ティそのものです。
　当社グループの強みは、働く社員の多様性を反映させた
さまざまな視点や価値観の違いです。お客さまの多様なニー
ズを把握し、新たな価値創造を実現するため、多様な個性や
スキルを持った人材が活躍しています。また、多様な人材が
その能力を最大限発揮できる環境づくりも引き続き推進して
いきます。

女性の活躍推進及び一般事業主行動計画
　鉄道事業においては、深夜業が制限されていたなどの法
的な制約もあって女性の活躍の場が限られていましたが、当
社では会社発足以来、女性が働きやすい環境整備を進め、
女性社員の活躍推進に力を入れて取り組んできています。そ
の結果、すべての職域において女性社員が活躍しており、ま
た女性社員の勤続年数も伸長しています。2019年から5カ年
計画で実施している「第二期一般事業主行動計画」では、女
性社員の「採用」及び「定着」の取組みを継続しつつ、「育成」

及び「登用」の取組みを強化していきます。さらに2027年度
までに、現在約7%の管理職に占める女性比率を10%にまで
高めていきます。

LGBTQ社員等への理解に向けた取組み
　LGBTQを多様性の一つとして認識し､
差別のない働きやすい環境をつくるこ
とが当社グループの責務であると考え
ています｡これまで､同性パートナーに
対して､人事制度､福利厚生制度等の適
用を拡大し、働きやすい環境を整備す
るとともに、コンプライアンスに関する全社員教育等を通じて、
社員に正しい理解を広める教育を実施しています｡ 2021年に
は、LGBTQを含めた多様な人材に配慮した社内設備の整備
方針を策定しました。本方針に則り、当社施設の新築・大規模
改修時は多機能トイレ等を整備しています。なお、当社は
LGBTQに関する取組みの評価指標である｢PRIDE指標｣にお
いて､｢ゴールド｣を6年連続で受賞しました。

外国籍社員の活躍
　国籍を問わず優秀な人材の採用に努めています｡ 2023年
4月現在､約90名の外国籍の社員が在籍し、現場第一線を
はじめ､企画部門など幅広い分野で活躍しています。外国籍
社員ネットワーク会など、定期的に外国籍社員との意見交換
の場を設け、国籍に関わらず社員が能力を発揮できる環境
づくりに取り組んでいます。

高齢者雇用
　定年を迎えた社員が年金満額支給開始年齢まで安定した
生活を設計できるよう､また､国鉄採用社員の大量退職に際
してグループ全体の人材育成及び技術継承を確実に推進す
るために､2008年度から｢エルダー社員制度｣として65歳ま
での再雇用制度を導入しています｡ 2023年4月現在、約
9,150名の社員がエルダー社員としてJR東日本及びグルー
プ会社において在籍･活躍しています。

「第二期一般事業主行動計画」（2019～2023年度）
① 新卒採用者に占める女性比率を30%以上とします。
②  職場の女性用設備の整備を推進し、すべての職場で女性
社員が活躍できる環境を整えます。

③  事業所内保育所の利便性を向上させ、社員の両立支援を
拡充します。 

④  多様な働き方を実現し、すべての社員がいきいきと働き続
けることができる環境を整備します。

⑤ 管理職※に占める女性比率を10%以上とします。
※  一般事業主行動計画においては「管理職」に現業機関等のマネジメントを担う管
理者も含みます。

子育て等に関する支援のさらなる拡充
　仕事と育児の両立支援等をさらに推進し、社員一人ひとり
の多様な活躍を実現するために、出産祝金の新設、子どもに
関する扶養手当の増額及び難病や障がいのある子どもを育て
る社員がより柔軟に働くことができる制度にしていく予定です。
　例えば、難病や障がいのある子どもを育てる社員について
は、短時間勤務や短日数勤務、養育休暇を利用できる期間
を子どもの義務教育期間までに拡大するとともに、扶養手当
の増額を行うこととしました。

障がい者雇用
　障がい者の積極的な採用を進めるとともにさまざまな職域
において活躍できる環境の整備を進めています｡ 2023年6
月現在で障がいのある社員が約800名在籍しており､雇用率
は2.69%と法定雇用率2.3%を上回っています｡ 引き続き､当
社グループとして障がいのある社員が十分に能力を発揮し
活躍できる環境の整備に取り組んでいきます。

仕事と育児・介護の両立支援
　仕事と育児・介護を両立する社員のために、休職や短時
間・短日数勤務など､法定水準を上回る内容の制度を導入し
ているほか､2022年4月には、「キャリアデザイン休職」を新
設し、不妊治療を事由とした休職が可能となりました。また､
事業所内保育所を全エリアに設置し､24時間保育日を設定
するなど､不規則な勤務で働く社員へのサポートを充実させ
ています｡
　また、男性の育児休職取得促進について、｢産後パパ休暇
の新設｣｢育児休職取得方法の緩和｣といった制度改正を
2022年4月に実施しました。2019年度に12.2%であった男
性社員の育児休職等取得率は2022年度に43.7%と着実に
増えています。両立への理解
促進の取組みとして､各種研
修やセミナーを実施するとと
もに､各職場において仕事と
育児・介護の両立に関する
情報発信等に取り組んでい
ます。

障がいのあるグループ社員の活躍

　当社グループでは、障
がい者雇用の促進と長期
的な雇用安定を図ること
を目的に、2009年4月に
当社の特例子会社として
（株）JR東日本グリーン
パートナーズを設立しました。（株）JR東日本グリーン
パートナーズでは、当社の制服管理を主な事業として
います。最近では、「TRAIN SUITE 四季島」のアメニ
ティ用品の管理や間伐材を活用した木のストローの作
成、新素材LIMEXの名刺作製を手掛けています。

（株）JR東日本グリーンパートナーズ
小島　綺乃

ウェルカムバック採用、経験者採用の通年募集・入社の開始
　再就職支援制度を再編・強化し、2023年からウェルカム
バック採用を開始しました。キャリアアップをめざして当社か
ら転職した方が再び当社に帰ってきやすくするため、当社退
職時の給与をベースに職歴・スキルなどを踏まえた採用給へ
変更しています。
　経験者採用については、さまざまな職歴・スキルをお持ち
の方に当社で活躍していただきたいとの観点から、2023年
度から通年募集・入社を開始しました。また、経験者採用の
社員が培ってきた能力を最大限発揮できるよう管理者への登
用も着実に実施し、2027年度までに、現在約18%の管理者
に占める経験者採用比率を20%にまで高めていきます。

テレワーク導入､フレックスタイム拡大､ワーケーション推進
　2019年から、就業場所を選ばない柔軟な働き方としてテレ
ワークを導入しています｡フレックスタイム制は、1997年から
企画部門等に導入し､その後のテレワーク導入と併せてコア
タイムのないフレックスタイム制としています。現業機関ヘのフ
レックスタイム制の導入も進め、2022年からは夜間勤務のあ
る職場も含めすべての現業機関を適用対象としました。その
後、一部現業機関にてコアタイムの短縮を実施しました。また、
自社旅行商品を利用した旅行先でのテレワークを「ワーケー
ション＠JRE」とネーミングし､2021年から推進しています。

事業所内保育所「ぽっぽランド」での保育風景

「ワーケーション@JRE」による旅行先でのテレワーク
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OJTによる人材育成
　人材育成の基本は、OJTと位置付けています。職場は鉄道
オペレーション業務の知識・技能の習得のみならず、新たな
価値を創造するための知識などを習得・実践する場であると
ともに、キャリアビジョンを描き、自らの可能性にチャレンジ
するなど、仕事を通じて社員を育てる場でもあります。

集合研修（Off-JT）
　JR東日本総合研修センターをはじめとした研修施設を活
用した集合研修を実施しています。鉄道オペレーション業務
に必要な知識・技能の習得・向上のほか、構造改革を力強く
推進するためのリーダー育成などの研修を実施しています。
オンライン研修の活用やオンデマンド教材を提供し、より効
率的かつ効果的な研修を提供していきます。

自己啓発（SD）
　主体的に学び、成長する社員を支援するため、自己啓発の
支援を行っています。当社事業のことを中心に学ぶ社内通信
研修やビジネススキルの向上に資する社外通信研修を多数
用意しているほか、新たな価値を創造するイノベーションマ
インドの醸成のための自己啓発講座の充実を図り、2027年
度までに受講人数累計10,000人以上をめざします。

社員の活躍フィールドの拡大
社内公募制異動
　キャリアステップを自ら考え､
挑戦する機会として社内公募
制異動を行っています。2022
年度は重点・成長分野である
「生活サービス事業」「国際事
業｣「MaaS事業」「スタートアップ」「不動産事業」などの分野で
募集し､約200名の社員が新たな活躍のステップを踏み出し
ました。引き続き、社内公募制異動などを積極的に活用しなが
ら、重点・成長分野への人材配置を進めていきます。

現業機関での企画業務
　現業機関に所属する社員が、よりお客さまに近い場所で創
意工夫を発揮できるよう組織と権限を見直しています。これに
より現業機関において、これまでのオペレーション業務にとど
まらない、さまざまな企画業務が行われるようになりました。
　この業務経験を通じて、新たな価値創造に向けた発想力
などを伸ばすとともに、ビジネススキルを習得しています。

業務経験機会の拡大（副業）
　社員自らの活躍の場を広げ､社外での多様な業務経験を
通じ成長の機会を得ること､その経験から得た気づきを新た
なサービス･付加価値の創出につなげることを目的に､副業
に従事できる制度を導入しています。また、副業を経験した社
員による意見交換会を開催し、ディスカッション内容をオンラ
イン配信するなど、広く社内へ周知しています。2023年4月か
らは地域社会への貢献等を通じ多様な社員の成長・経験に
つなげることを目的にグループ外へ副業先を拡大しています。
　2023年4月時点でのべ約140名の社員が副業に従事して
います。

生活サービス事業のグループ会社出向

オンライン研修の様子国内大学在学制度卒業報告会

統括センター社員による「NewDays KIOSK」の運営

　2022年2月に直営箇所と
してはじめて、（株）JR東日
本クロスステーションから
「NewDays KIOSK」の店舗
運営業務を受託し、店舗の
開店や閉店、商品の納品確認及び品出し等を行ってい
ます。食品を扱うため食品衛生責任者の資格取得、品出
しや消費期限のチェックに時間を要すなど、さまざまな課
題に直面しましたが、都度改善等を図ってきました。
　2022年3月の東能代統括センター発足後（東能代駅
と東能代運輸区が統合）は、これまでの担務にしばられ
ず、乗務や信号業務に従事する社員も担い、みんなで
店舗を創り上げています。

JR東日本グループ変革フォーラム
　当社における「My Project」やグループ会社におけ
る「改善活動」などを共有し合う「JR東日本グループ変
革フォーラム」を開催しています。各種活動や社員の成
長等についての意見交換を通じて、組織や業務の「融
合と連携」をさらに促進し、グループ一体となった「変
革2027」の実現をめざしています。

秋田支社 
東能代統括センター

白戸　智春

自律的なキャリア形成の支援
国内大学在学制度
　 国内大学在学制度は、働きながら4年間国内の大学で学
び、学位（学士）を取得する制度です。社員自身が将来のキャ
リアを見据え、必要な知識を習得することができます。なお、
現在本制度を活用した卒業生は約500名おり、さまざまな職
場で活躍しています。（派遣大学：東京電機大学、東海大学、
中央大学）

国内・海外大学院留学制度
　国内・海外大学院留学制度は、国内外の大学院へ社費で
派遣され、学位（修士又は博士）を取得する制度です。専門
分野を究めることで、当社の事業戦略の中核を担う人材とし
て育成しています。（派遣大学：スタンフォード大学、シンガ
ポール国立大学、慶應義塾大学など）

キャリア形成支援制度
　社員一人ひとりの多様な活躍の選択肢を広げ、自己啓発
やキャリア形成を支援するため、「キャリアデザイン休職」制
度を導入しています。国内外の大学へ私費で留学したり、資
格取得に必要な実習などに活用できるなど、制度面でも支援
しています。

社員とのコミュニケーション機会の創出
　社員の自立的なキャリア形成にあたっては、上司と部下社
員のコミュニケーションの充実が必要不可欠です。社員育成
の観点から、年度始めに社員・上司間のコミュニケーション
を通じて課題を設定しています。期中と期末に上司からフィー
ドバックすることで、今後のキャリアの方向性や成長度合い
を確認することとしています。
　また、本社等においては、社員との対話をより充実させる
ため、1on1ミーティングを実施しています。この1on1ミー
ティングを通じて、キャリアビジョンの確立、内省を通じた社
員の成長、職場における心理的安全性の確保につなげるほ
か、エンゲージメントの向上に努めています。

学びの場の進化
オンライン研修の拡充
　デジタルツールの活用により、オンラインでの研修を拡充
するなど、多様で柔軟な働き方の実現をめざして、場所と時
間を選ばず学ぶことができる環境を整えています。
　集合研修とオンライン研修を組み合わせたハイブリッドな
研修を実施することで、家庭の都合で長期の集合研修参加
が難しい場合でも、オンラインで研修に参加できるようになる
など学びの機会の拡大を図っています。

オンデマンド教材の拡充
　従来の集合研修に加えて、オンデマンド教材を拡充し、タ
ブレット端末などのデジタルデバイスを活用するなど、いつで
もどこでも学べる仕組みづくりに取り組んでいます。モビリ
ティ分野の基礎技術に関する内容、ビジネススキルやマネジ
メントスキルの向上など、さまざまなジャンルの教材を学べる
環境を整えており、自己啓発のみならず職場での教育などで
活用しています。

社員の発意に基づく成長支援
　社員が自らの発意に基づき、業務改善や課題解決、新た
な価値の創造などに取り組む「My Project」を導入していま
す。「My Project」の活動そのものを「人材育成の機会」と 
位置付け、「自ら考え行動する社員」の育成に取り組んでい 
ます。
　また、現業機関のレベルアップに向けて、職場単位での研
修にも力を入れています。学びたいことを社員自らが企画・
運営することで、成長する意欲をより高めるとともに、既存の
研修に加えて自ら学ぶ力を高める取組みを推進しています。

❷ 人材育成

　グループ経営ビジョン「変革2027」のフォーカスポイントと
して、「社員・家族の幸福」を掲げています。「業務改革」「働
き方改革」「職場改革」という3つの大きな構造改革を推進す
る中で、社員の活躍フィールドを拡大するなど、一人ひとりを
「主役」とする働きがいの向上に取り組んでいます。また、鉄
道事業を運営するうえで必要なオペレーション業務に加えて、
新たな価値を創造するための知識やスキルを身に付ける「リ
スキリング」に取り組み、既存の事業だけではなく重点・成
長分野でも活躍する社員を育成していきます。

人材育成の基本的な方向性

仕事を通じたOJT仕事を通じたOJT
職場実践による成長サイクル職場実践による成長サイクル

現場での企画業務
公募制異動、副業
My Project etc

集合研修（Off-JT）
• 知識やスキルのインプット
• オープンマインドの獲得

上司による関わり（成長支援）
自己内省

自己啓発（SD）
• 不足している知識の補填
• 資格等の習得
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❸ 健康経営の推進

　当社グループでは、社員一人ひとりが心身ともに健やかに
生活し、その意欲や能力を最大限に発揮し、生き生きと働く
ことを目的に2019～2023年度までの5カ年の中期計画であ
る「健康経営中期ビジョン2023」を策定し、健康経営を推進
しています。
　また、当社グループ全体の健康経営に対する理念として、
経営トップ自らが以下の「健康経営宣言」を発出し、積極的
に健康経営を進めていく姿勢を示しています。

社員の健康推進
　定期健康診断では職場単位で未受診者に受診を推奨し、
2022年度は受診率100%を達成しました。引き続き受診の
推奨などを行い、受診率100%を維持していきます。
　ストレスチェック実施後の集団分析結果をもとに管理者向
け勉強会を開催し、職場改善に役立てています。2022年度
にはワークエンゲージメント及びエンプロイエンゲージメント
調査をはじめて実施するとともに、2027年度までにストレス
チェックの受検率95%以上をめざしています。

健康経営宣言

　私たちJR東日本グループが経営ビジョン「変革2027」に
掲げた「私たちが目指す未来」を私たちの手で実現するた
めには、その主役である社員一人ひとりの健康と活力が最
も重要です。
　私たちは、健康経営の実践を通じてすべてのヒトの心豊
かな生活を実現することにより、日本の健康長寿社会をリー
ドする企業グループを目指します。

東日本旅客鉄道株式会社
代表取締役社長

深澤　祐二

健康経営推進の体制
　健康経営を推進するため
の体制として、本社・本部・
支社の専任部署と産業保健
スタッフの所属するJR東日本
健康推進センター及び8カ所
の健康推進センターを設置し
ています。また、各箇所には副
長や衛生管理者等の健康管
理担当者を配置しています。
　直営病院であるＪＲ東京総合病院・ＪＲ仙台病院は、グループ
社員の健康管理をサポートするとともに、地域保健・医療にも
貢献しています。現在、ＪＲ東京総合病院は感染症対策の強化
や人間ドックの拡充等、病院のさまざまな機能向上に向けて、
建替え工事を進めています。

健康経営の取組み
　取組みの柱として、①疾病予防、②メンタルヘルス、③健康
増進の取組み、④グループ全体のヘルスリテラシーの向上を
掲げています。③では職場での健康増進の取組みを推進、優
れた取組みに対して社内表彰を行い、内容をグループポータ
ルサイト等に掲載し全社に展開しています。グループ会社へも
同様に表彰を実施しています。
　社員の運動習慣を改善するため、社内ネットワーク上に動
画チャンネル「運動de変革」を設けています。また、スポーツ参
加促進のため、会社が認定するクラブ活動を支援しています。
こうした取組みにより、「スポーツエールカンパニー2023」（ス
ポーツ庁）の認定を取得しました。

健康経営優良法人の認定
　当社は2023年度「健康経営優良法人2023（大規模法人部
門）」の認定を取得しました。グループ会社では「健康経営優
良法人2023（大規模法人部門）ホワイト500」にJR東日本ス
ポーツ（株）、「健康経営優良法人2023（大規模法人部門）」に
（株）ジェイアール東日本都市開発、（株）JR東日本マネジメン
トサービス、「健康経営優良法人2023（中小規模法人部門）」
にユニオン建設（株）が認定されています。

職場における健康経営の取組み
　当社の職場で最も身近な健康推進イベントは、年2回実施
しているチームによる歩行イベント「みんなで歩活」です。イ
ベント期間には職場のレクレーションを開催するなど職場ご
とに工夫しながら参加促進を図っており、2023年春には社
員参加率が70%にまで向上しました。毎回歩数を競うだけで
なく、相互に声をかけ合い1日8,000歩の運動習慣が定着す
るよう全職場を対象に「参加率」と「1日8,000歩以上歩いた
率」をもとにした社内表彰も実施しています。

健康診断レポート
　当社では前年度の定期健
康診断の結果について、中期
ビジョンの数値目標ごとに
100点満点でわかりやすく表
示した「健康診断レポート」を
自身の社内ウェブ端末から出
力できるようにしています。こ
のレポートに基づき社員が個人の健康目標を設定すること
で、次の健康診断までに数値改善に向けた具体的な行動変
容へつなげられるようにしています。 

健康診断レポート
年度
ID

今年度

96点
健康点数分布      (        ：あなた)    

ヒストグラム

健康経営中期ビジョン2023達成状況

今年度

今年度

2020
0200-8518079

10.0点~8.0点

健康点数
前年度

-

運動
前年度

血糖
前年度

会社名
氏名

前々年度

前々年度

前々年度

-

8.0点未満~6.0点

今年度

今年度

東日本旅客鉄道株式会社
藤原 江美

定健医療区分

健康経営中期ビジョンとは

睡眠
前年度

脂質
前年度

6.0点未満~4.0点

…

…

…

…

…

指示なし

要観察

要精査
     ・受診

治療継続

保留

前々年度

前々年度

健康点数レーダーチャート

今年度

今年度

今年度

4.0点未満~2.0点

非喫煙
前年度

飲酒
前年度

肝機能
前年度

前々年度

前々年度

前々年度

2.0点未満~0点

今年度

今年度

今年度

* 本社

朝食
前年度

BMI
前年度

血圧
前年度

データなし

前々年度

前々年度

前々年度

あなたの健康点数
あなたの所属機関平均
全社平均

0
2
4
6
8

10
非喫煙

朝食

運動

睡眠

飲酒
BMI

血糖

脂質

肝機能

血圧

0~ 11~ 21~ 31~ 41~

51~

61~

71~ 81~

91~

社員に寄り添った健康支援

　歩活、特定保健指導など
「健康経営中期ビジョン

2023」の推進に沿った職
場で役立つ資料を作成し、
それぞれの保健師が担当
するエリア内の管理者及
び健康管理担当者へ毎月配信しています。安全衛生委
員会での話題提供や職場での主体的な健康づくりに活
用され、健康施策への参加率が高まるなどうれしい効
果が出ています。また、今回作成した資料については、
健康管理担当者向けの社内ウェブサイトで閲覧できる
ようにしました。今後は、全社へ水平展開する予定です。
　社員一人ひとりへ寄り添った健康支援はもちろん、
各職場での社員のヘルスリテラシー向上への支援も継
続していきます。

JR東日本健康推進センター
小川　恵美

❹ 労働安全

　当社グループは、社員（当社、グループ会社、パートナー会
社等を含む）の死亡災害ゼロを目標として掲げ、安全で快適
な作業環境の整備に力を入れています。法令を遵守し、事業
者として社員の安全を守る責務を果たしていくことはもち
ろん、社員一人ひとりが主体的に職場の安全性向上に挑戦
し、社内外の変化を捉えた作業環境の改善に取り組んでいま
す。労働災害を未然に防ぎ、誰もが安心して能力を発揮でき
る職場づくりを通じて働きがいの創出に努め、持続可能な社
会の実現に貢献します。

労働災害の発生状況
　2022年度は鉄道事業において、交通事故による死亡災害
が1件（1名）発生し、休業災害では166名が受傷しました。

労働災害防止に向けた取組み
　当社グループでは「触車・墜落・感電」を重大な労働災害
と位置付け、さまざまな防止対策を行っています。
　触車事故防止に向け大きな効果を発揮している取組みとし
て、1998年に導入した、列車接近を音声で作業者へ知らせ
るTC型無線式列車接近警報装置（TC列警）があります。
ルールを遵守することに加え、TC列警を活用することにより、
1998年以降、同装置を使用した保守作業で触車による死亡
事故は発生していません。
　近年では、大雨や地震災害後の線路調査や設備点検など
にドローンを活用することで作業者の危険箇所への立入りを
不要とし、また、高所作業での墜落リスクを低減するなど、新
しい技術も活用しながら労働災害防止を図っています。

休業以上災害（当社社員）
（名）

休業以上災害（JES-Net等社員）
（名）

■死亡　■重傷　■軽傷　　

150 150

100 100

50 50

0 0
20202020 20212021 20222022 （年度）（年度）

888488

63

65

19 35 1

47

83
101

TC列警を活用した待避の様子（イメージ） ドローンを活用した被災状況把握

JR東京総合病院建替え後の外観イメージ 

※  JES-Netについては、P.70参照

支社と連携

JR東京総合病院 人財戦略部

JR東日本健康推進センター 東北本部

水戸健康推進センター

長野健康推進センター

仙台健康推進センター JR仙台病院

高崎健康推進センター

千葉健康推進センター

新潟健康推進センター

盛岡健康推進センター

秋田健康推進センター
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サステナビリティ戦略、 
推進体制、目標

安全安心なインフラを 
社会のために

新たな技術とサービスを 
社会のために（イノベーション）活力ある社会のために 経営の信頼を 

高めるために豊かな地球環境のために

JR東日本グループの価値創造 事業戦略 成長の基盤となる戦略 サステナビリティ データ

すべてのグループ社員が生き生きと 
活躍するために（エンゲージメント）



経営の信頼を高めるために
新たなチャレンジを促進するための変化に強いガバナンス体制を構築するとともに、 
人権を尊重し、信頼される企業経営を行います。

基本的な考え方
　経営環境が大きく変化する中で、変革のスピードアップを進め、
グループ経営ビジョン「変革2027」を着実に実現するには、新た
なチャレンジを促進するための、実効性のあるガバナンス体制の
構築が必要不可欠です。
　また、「ネットワーク企業」として、多くのお客さまや地域の皆さ
まにあらゆる場面で当社グループのサービスをご利用いただき、
ステークホルダーの皆さまと信頼関係を構築していくために、 
人権尊重をはじめとした企業文化づくりに努めていきます。

❶ 果敢なチャレンジを促進する内部統制

❷人権尊重

❶ 果敢なチャレンジを促進する内部統制

　当社グループでは、内部統制を、会社法に基づく「業務の
適正を確保するための体制」及び金融商品取引法に基づく
「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するた
めの体制」を含めた広い概念と捉えており、 「グループ理念及
びグループ経営ビジョンを適正かつ効率的に実現するための
グループ社員全員でのさまざまな取組み」と考えています。
　具体的には、コンプライアンス、安全安心の確保、財政上
の損失の防止、財務諸表の健全性の確保などに加え、新た
な事業分野への展開などの観点も踏まえたリスクマネジメン
トに取り組んでいます。
　また、内部統制は、社員の発意と意欲の伸長による新たな
チャレンジがグループの成長と構造改革につながるよう支援
する仕組みでもあります。当社グループでは、グループ社員
による果敢なチャレンジの支援・促進を通じて、グループを発
展させ、その価値を高めることをめざしています。

グループ社員の果敢なチャレンジを後押しする仕組み
　グループ社員が閲覧・投稿できるポータルサイトや社内
SNS等のコミュニケーションツールを通じ、職場間でのアイ
デアの共有や好事例の水平展開などを活性化しています。
　また、「変革2027」の浸透等を目的に役員が各エリアの社
員と意見交換・議論を行う「変革しゃべり場」（2022年度：当
社内52エリア、グループ会社・パートナー会社41社と実施）を
はじめ、現場訪問等により、役員や企画部門の社員と現場第
一線社員等のコミュニケーションが活発に行われており、業
務改善や新たなチャレンジのきっかけになっています。
　それらを形にするための仕組みとして、職場活性化につな
がる改善活動の推進や、アイデア実現・水平展開をサポート
する制度の創設、タイムリーな表彰の実現など、さまざまな機
会を用意しており、これらを通じて、グループ社員の成長に向
けた果敢なチャレンジを支援・促進しています。

JR東日本グループの内部統制の基本的な考え方（イメージ図）

コーポレート・ガバナンス

グループ理念／ 
グループ経営ビジョン「変革2027」の実現

広義の内部統制
グループを発展させ、 

価値を高めるための取組み
成長に向けた 
果敢なチャレンジ

 
会社法内部統制

（会社法第362条第4項第6号）

①法令等遵守体制
②情報保存管理体制
③損失危険管理体制

金商法内部統制
（金融商品取引法第24条の4の4第1項）

④効率性確保体制
⑤企業集団内部統制

監査等委員会による監査の実効性

安全安心の確保 財政上の損失防止

コンプライアンス 財務諸表の健全性の確保

• 「組織横断プロジェクト」
• 「My Project」
• 「CS（チャレンジ・セイフティ）運動」
• サービス品質向上に向けた取組み
• 増収・コストダウン等のアイデアを実現する取組み
• 「ON1000」（新事業創造プログラム）
• 「現場第一線における技術開発」

グループを 
発展させ、価値を
高めるための
取組みの例

回避・低減策の実施
リスクテイク 幅広いリスクマネジメント

発生可能性・ 
影響度等

優先順位付け

リスクの洗い出し

みんなで幕張豊砂駅をつくろう！
～駅名アルファベット取付体験の企画運営～

　
　駅の建設を担当する社員と、京葉線の沿線活性化
に取り組む現場社員が連携し、幕張豊砂駅（2023年3
月開業）の顔となる「駅名標」のアルファベットをお客さ
まに取り付けていただくイベントを企画・運営しました。
　ご参加のお客さまには、社員のレクチャーのもとで
取付体験をしていただいたほか、工事の概要説明や、
建設中の駅舎見学などのコンテンツもお楽しみいただ
きました。お帰りの際には、取り付けたアルファベット
のレプリカ品を記念にお渡ししました。
　この企画は、千葉市と連携のうえ、オリジナル返礼品
として「JRE MALL ふるさと納税」でも取り扱い、「一緒
に駅をつくる」という一生の思い出に残るプレミアムな
体験をしていただくことができました。

東京建設プロジェクトマネジメントオフィス
千葉支社
京葉ベイサイドラインプロジェクト事務局

グループ連携で取り組む出改札機器の故障低減

　
　
　券売機等のメンテナンスにあたり、従来は故障件数
の多い駅に着目して対策を取っていましたが、逆転の
発想で、故障件数の少ない駅の機器管理方法に着目
しました。
　故障データを分析したうえで、機器故障の少ない駅
（営業統括センター）の社員と意見交換を実施し、徹底
した清掃習慣や丁寧な取扱いが故障減少につながっ
ていることがわかりました。
　こうした知見をもとに、駅社員が扱いやすい清掃キッ
トを考案して各駅へ配付するとともに、券売機清掃の教
育動画を作成し、ポータルサイトや社内ＳＮＳで水平展
開しています。機器ユーザー（駅社員）との対話を大切
に、さらなる故障低減に取り組んでいきます。

ＪＲ東日本メカトロニクス（株）
八王子支社
八王子機械技術センター

・ 新たなチャレンジを支えるためのリスクマネジメント
・ 安定的で適正な業務運営の確保
・ 法令遵守と企業倫理に従った事業運営、 
情報セキュリティの確保

・ 人権尊重の浸透
・ サステナブル調達

目標

目標

リスクマネジメント
リスクマネジメントの基本的な考え方
　これまで会社法に基づく当社の「業務の適正を確保するた
めの体制」及び金融商品取引法に基づく「財務計算に関す
る書類その他の情報の適正性を確保するための体制」の整
備・運用を行いつつ、リスク管理体制の充実にも取り組んで
きました。具体的には、当社グループを取り巻くさまざまなリ
スク※を洗い出し、その発生可能性や影響度等に基づき優先
順位を付け、回避・低減策を検討・実施するPDCAサイクル
を回すことにより、リスク発生の抑制及び顕在化した場合の
影響の最小化を図ってきました。
　しかしながら、当社グループが変革のスピードアップをめ
ざして収益力の向上や構造改革に取り組むためには、リスク
を損失回避等のマイナス要素を減らす観点から捉えるだけ
でなく、リスクテイクも含め、グループの価値を積極的に向上
させる観点を含めた「幅広いリスクマネジメント」が重要と認
識しており、当社グループのリスクマネジメントについては、
安定的で適正な業務の運営の確保に加えて、グループ社員
全員の成長に向けた果敢なチャレンジを支援・促進していく
取組みとしました。
※  コンプライアンス、安全確保、自然災害等のオペレーションに係るものだけでなく、マーケッ
トの変化や競合他社の動向及び国内外の社会・経済状況等に係るものや、新規事業に関
する経営判断に係るものなども含む。

リスクマネジメントの取組み

リスクの洗い出し
社内での意見交換により、 
グループを取り巻くさまざまな 

リスクを洗い出し

• 企業不祥事リスク
• 経営リスク
• 事業上のリスク
• オペレーション上のリスク

振返りの実施
対応リスクとPDCAサイクルの 

見直し検討等

対応リスクの選定
発生可能性や影響度等に基づき
優先順位を付け、対応する 

リスクを選定

① 優先リスク
② 経営リスク
③ 不祥事リスク
④ オペレーションリスク
● チャレンジリスク※1

●  環境変化リスク※2

低減策の検討・実施
リスク対応表を活用し、 

対応リスクに対する低減策の 
検討と実施

取締役会による 
モニタリング

※1  チャレンジリスクとは、新施策・新事業を行う際に留意すべきリスク
※2  環境変化リスクとは、経営環境の変化に伴い、重要性が増すリスク
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推進体制、目標

安全安心なインフラを 
社会のために

新たな技術とサービスを 
社会のために（イノベーション）活力ある社会のために すべてのグループ社員が生き生きと 

活躍するために（エンゲージメント）豊かな地球環境のために

JR東日本グループの価値創造 事業戦略 成長の基盤となる戦略 サステナビリティ データ

経営の信頼を 
高めるために



コンプライアンス
コンプライアンスの基本的な考え方
　地域・社会とのより良い信頼関係構築のために、コンプラ
イアンスを企業経営の根幹を成すものと位置付けています。
　当社グループの企業行動指針として「法令遵守及び企業
倫理に関する指針」を策定し、モビリティ、生活ソリューション
などのさまざまな業務分野において、「鉄道事業法」をはじめ
とする関係法令を遵守し、企業倫理に従って事業を行って 
います。

法令遵守及び企業倫理に関する指針
　グループ理念と行動指針に基づき、当社グループの法令
遵守と企業倫理のあり方を定めたものです。同指針の実効
性を高めるため、当社グループで就業する全社員が取り組
むべき望ましい行動のあり方を示した「コンプライアンス・ア
クションプラン」を周知しています。本プランは、法改正や社
会環境の変化を反映して定期的に見直しを図っており、2022
年4月には第5版への改訂を行いました。また、海外事業の
展開に伴い、「外国公務員等に関する贈賄防止を目的とした
基本方針」を策定し公表しています。

コンプライアンスの推進
　コンプライアンスの重要性等について社員一人ひとりの理
解を深めるため、グループ社員全員を対象とした「コンプラ
イアンス全社員教育」を毎年実施しています。2022年度は、
過去に当社内で発生した不適切事象を系統ごとに取り上げ、
ルール等を守る重要性を議論し、意識の浸透を図りました。
　また、役員による動画メッセージや管理者向けの教育を取
り入れるなど、さらなるコンプライアンス意識の強化を図って
います。

経営の信頼を高めるために

「JR東日本グループのコンプライアンスの全体像」

コンプライアンス・アクションプラン

法令遵守及び企業倫理に関する指針

行動指針

グループ理念

JR東日本グループのコンプライアンス経営の基本事項

JR東日本グループの全員が取り組むべき 
「望ましい行動のあり方」

　さらに、幅広い視点でコンプライアンスを考えるため、コン
プライアンス講演会を毎年開催し、外部講師による社外の視
点を踏まえた講演内容とすることで、今後の業務運営に役立
てています。
　また、各現場長が、業務を適正に運営するための点検事項
をまとめた「基礎的事項の確認支援シート」の活用により、法
令遵守の取組みを継続的に実施しています。

コンプライアンス相談窓口
　コンプライアンスに関する相談や通報を受け付ける目的
で、コンプライアンス相談窓口を社内及び社外に設置してい
ます。退職者及び当社グループの取引先からの相談・通報
も受け付けており、当社ホームページで受付方法を公表して
います。自己適合宣言登録制度への登録（2021年5月）や、
公益通報者保護法の改正等を踏まえ、継続して内部通報制
度の実効性を高めています。
　2022年度には、社内及び社外窓口に対して、250件程度
の相談・通報が寄せられ、法令・規程等の取扱いや人間関
係の悩み、各種ハラスメントに関するものなど、幅広い相談・
通報に対して適切な対応に取り組みました。

情報セキュリティ確保のための体制と基本的な考え方
　「JR東日本グループ情報セキュリティ基本方針」を定め、イ
ノベーション戦略本部長をCISO（最高情報セキュリティ責任
者）とする情報セキュリティの管理体制を構築しています。当
社では「複数のセキュリティ対策による多層防御」「サイバー
攻撃を速やかに検知し対応できる体制の整備」「脆弱性に対
する適時のソフトウェアバージョンアップ」「セキュリティ対策
のグループ全体展開」を基本的な考え方としてセキュリティ対
策を推進し、セキュリティリスクの最小化に努めています。

情報セキュリティ10か条

情報セキュリティに関する取組み　
　サイバーセキュリティに対する社員の意識向上を目的とし
たセキュリティ教育や、セキュリティインシデントが発生した
場合の初動を確認するための訓練などを継続的に実施して
います。
　また、社員一人ひとりが守るべきルールとして、2011年度
より「情報セキュリティ10か条」を定めています。2022年度
には、テレワークの浸透やクラウドサービスの利用拡大といっ
た昨今の社内外の環境を踏まえた内容に全面改訂を行い、
全社員教育等を通して周知徹底しています。

（その他の具体的な取組み）
•  SOC（Security Operation 

Center）による不正通信の
検知

•  OA端末やシステムに対する
脆弱性診断と対策の実施

•  サイバー攻撃を想定した
CSIRT（Computer 
Security Incident 
Response Team）訓練

•  全社員教育や標的型メール
訓練を年1回実施 等

個人情報の保護
　関係法令に基づき、「個人情報の取扱いに関する基本方
針」を公表するとともに「個人情報管理規程」を策定し、法改
正等に合わせて、適切に個人情報の取扱いの改善を行って
います。また、個人情報管理体制の強化・情報漏洩リスクの
低減に向けたルール等の見直しも進めています。さらに、海
外の個人情報保護法については、EU／英国一般データ保護
規則（EU／英国GDPR）やカリフォルニア州個人情報保護法
等への対応として、当社ウェブサイトでプライバシーポリシー
を公表するなど対策を講じています。
　社員一人ひとりに対しては、社員周知用のリーフレットや
社内広報誌、コンプライアンス全社員教育などを通して、個
人情報の取扱いや管理の厳正について周知・教育を行うと
ともに、全箇所において、定期的に内部監査を実施するなど、
個人情報の適切な管理の徹底を図っています。

CSIRT訓練

　サイバー攻撃により情
報セキュリティに問題が発
生した場合の対応体制と
して、「JRE-CSIRT」を構
築しています。情報セキュ
リティに問題が発生した際は、被害の特定や封じ込め、
事業継続、関係部署・外部機関との情報連携など、組
織全体で速やかに適切な対応を取る必要があります。
そのため 「JRE-CSIRT」では、サイバー攻撃を想定した
初動対応から復旧までの一連の対応を行う訓練を、経
営層を含めた形で2016年から毎年実施しています。

イノベーション戦略本部
菅谷　直史
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❷ 人権尊重

　JR東日本グループは、グループ理念に掲げる「すべての人
の心豊かな生活」の実現に向けて、社会インフラを担う企業
グループとして、かつ地域の一員として、国内外の法令遵守
はもとより、それぞれの地域の文化や地球環境に配慮しつつ、
人権を尊重した事業活動を行うことにより、持続可能な社会
の実現に努めます。

人権に関する方針
　JR東日本グループは、人権に関する国際規範等を踏まえ、
お客さま、地域の皆さま、ビジネスパートナー、社員等すべて
の人々の人権尊重の取組みを推進するため、2023年3月に
「JR東日本グループ人権基本方針」を策定しました。同方針
は、JR東日本のグループ内外に広く周知しています。

JR東日本グループ人権基本方針
 https://www.jreast.co.jp/company/human-rights/

人権デュー・ディリジェンス（DD）の実践
　人権尊重の取組みを推進していくため、「人権啓発推進委
員会」において、人権尊重の取組みを推進するうえで、リスク
マネジメントの観点から、特に重点的に管理すべき人権侵害
リスクを洗い出し、防止・軽減策の実施検討及び今後のモニ
タリングの実施に向けた準備などを進めています。

人権啓発推進委員会
委員長 担当する取締役又は執行役員
委員 本社における部門長
開催頻度 年2回及び必要に応じて随時
協議事項 人権啓発（尊重）に関する環境変化及びグループ各社

の取組み状況・課題の認識共有、対応策の検討等

経営の信頼を高めるために

人権尊重の浸透
　人権を尊重し、権利の侵害や不当な差別を行うことがない
よう、人権への理解を浸透させるべくさまざまな啓発活動を
通して、社員の人権尊重に対する意識の向上を図るとともに、
誰もが働きやすい風通しの良い職場づくり・環境づくりに努
めています。
（具体的な取組み）
• 人権セミナーや勉強会の実施 
•  階層別研修の実施
•  人権尊重について考える取組み（社内報、人権啓発標語の
募集） 

•  東京人権啓発企業連絡会会員他企業との情報交換、相互
啓発

コンプライアンス及び人権に関する講演会

経営課題等に関するコミュニケーション

JR東日本グループ調達担当者連絡会

2022年度「人権啓発標語」優秀作品の表彰式

サステナブル調達
　JR東日本グループでは、調達に関する行動基準として調
達方針等を定め、これに基づき、サプライチェーン全体で人
権や環境等に配慮した調達を実施しています。

JR東日本グループ調達方針
 https://www.jreast.co.jp/order/procurement/procurement_policy.html

サステナブル調達アンケート
　2021～2022年度にかけて、これまでのお取引先さまに実
施していた「CSRアンケート」の内容を刷新し、以下の7項目
（全57問）の回答をお願いしました。
　7項目中5項目において、80%を超えるお取引先さまがサ
ステナブルな取組みを推進する体制を整えています。一方で、
「Ⅶ.人権・環境等に関する取組みのサプライチェーンへの浸
透（サプライチェーン浸透率）」は45.3%となっています。
　今後も意見交換等を通じて、お取引先さまと課題を共有
し、共に解決に向けて歩みを進め、サプライチェーン浸透率
の向上を推進していきます。

お取引先さまとのコミュニケーション
経営課題等に関するコミュニケーション
　2022年度は30社のお取引先さまを訪問し、人権や環境等
サステナブルな取組みやサプライチェーンに関する意見交換
を実施しました。今後もサステナブルな社会の実現に向けて、
経営課題等に関するコミュニケーションを継続していきます。

品質管理に関するコミュニケーション
　毎年10～20社の製造現場を訪問し、品質管理に関する現
場確認と意見交換を実施しています。今後もお客さまに当社
鉄道を安全安心にご利用いただくために、お取引先さまとの
品質管理に関するコミュニケーションを継続していきます。　　

パートナーシップ構築宣言
　政府・経済界が推進している「パートナーシップ構築宣言」
に当社も賛同しています。これは、サプライチェーンのお取引
先さまや価値創造を図る事業者さまとの連携・共存共栄を進
めることで、新たなパートナーシップを構築することを宣言す
る取組みです。

BCP（事業継続計画）
　有事の際にも必要な物品を直ちに調達できるよう、お取引
先さまと平時からコミュニケーションを図るとともに、災害時
の被害状況を把握するための情報共有システムを活用し、 
緊急時の連絡体制を整えています。

JR東日本グループ調達担当者連絡会
　調達活動に係る情報共有を図るため、当社グループ各社
の調達担当者による連絡会を実施しています。品質管理や
BCP（事業継続計画）、人権や環境等について情報共有し、
グループ全体で社会的責任のある調達活動に取り組んでい
ます。

人権デュー・ディリジェンス

J
R
東
日
本
グ
ル
ー
プ
人
権
基
本
方
針

人権デュー・ディリジェンス

人権侵害リスク 
の特定

情報開示・ 
再評価

防止・軽減策 
の検討

取組み効果 
の追跡調査

救
済
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
整
備

ＪＲ東日本グループにおける人権ＤＤのプロセス

ステークホルダーとの連携

80%80%

50%50%

Ⅰ．CSRに関わる 
コーポレート・ガバナンス

Ⅶ.人権・環境等に 
関する取組みのサプライ
チェーンへの浸透 
（サプライチェーン浸透率）

Ⅵ．情報セキュリティ

Ⅴ．品質・安全性 Ⅳ．公正な企業活動

Ⅲ．環境

Ⅱ．人権・労働

人権尊重の取組みの推進
　近年、企業活動における人権尊
重の取組みへの関心が高まってお
り、グループを越えて事業に関係の
あるすべての人の人権が尊重され
るべきものであるとの認識から、新
たに「JR東日本グループ人権基本
方針」を策定しました。
　この基本方針の周知浸透を図り、
人権啓発推進委員会による人権

デュー・ディリジェンス、人権セミナーや人権啓発標語などの
人権への理解を浸透させるさまざまな啓発活動を通して、 
人権尊重の取組みを推進していきます。

常務執行役員 
（総務・法務戦略部担当）

木村　法雄
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